
1 2
障害のある
人の権利擁
護の取組

障害者差別解消
に対する啓発活
動の具体的な内
容について教え
てほしい。

松本 福祉課

令和2年4月から、地域包
括支援センターの業務に
障害のある人の相談対応
を新たに付加した。地域
包括支援センターのチラ
シ等に障害のある人の権
利擁護の相談窓口である
ことを明記し、周知を
行っている。

令和2年度は、知る・学ぶ
「 福祉・介護・健康フェ
ア 」in 上越の開催や、
障害者週間にあわせた広
報等による啓発のほか、
小中学校・ハローワーク
への啓発用資料配布、市
職員向け研修会の実施な
どを行った。

2 3

障害児や障
害者及びそ
の家族など
が相談しや
すい環境の
整備

相談したくても
できない、一歩
を踏み出せない
人への対応方法
について、どの
ように対策を考
えているか教え
てほしい。

松本 福祉課

地域包括支援センターで
は家族の相談に対応して
いる。様々な相談に対応
できるよう、研修等を通
して対応力の向上を図っ
ている。

令和2年4月から、市内11
か所の地域包括支援セン
ターにおいて、障害のあ
る人の相談にも対応して
おり、より身近な場所で
相談ができる環境整備に
努めているところであ
る。

令和2年度第2回上越市人にやさしいまちづくり推進会議
委員からの質問等についての回答

№ 質問、意見等
事業№ 事業内容等

◎意見等の項目

議題（1）　第4次人にやさしいまちづくり推進計画に係る令和2年度実施計画の進捗状況について

委員名 担当課 回答
（すこやかなくらし包括
支援センターの回答）

1



1 13

特別な支援
を必要とす
る児童生徒
の支援

教員（主に小・中学校）
が知識を身につけるため
に研修や書籍購入等を
行った場合に、教育長の
承認があると、確定申告
の際に経費とすることが
できるとのことなので、
ご検討いただきたい。

松本 学校教育課

小中学校の教員等が確定申告の際に、研修
費用や図書購入費用を「特定支出控除」と
して申告した場合で、給与等の支払者（教
員の場合は県教育庁）から市教育委員会に
対して、その費用が職務に直接必要な技術
や知識を得るためかどうかの確認を求めら
れた場合には、それを証明することは可能
である。

2 22

就職を希望
する障害の
ある人の支
援

就労先・実習先の開拓件
数について、具体的な数
値目標を設定することに
より、より働き場所を確
保できると思うので、ご
検討いただきたい。 松本 福祉課

市では、障害福祉計画において一般就労者
数の数値目標を設定をしており、目標達成
には就労先・実習先の開拓は必須である。
このことから、就労先・実習先の開拓件数
について設定はしていないが、一般就労者
の数値目標達成に向けて、働き場所の確保
についても引き続き取り組んでいく。

3 － －

心身障害者福祉団体の会
員数が減少しており、1/3
まで減ったり、解散した
りしている団体もある。
情報発信や財政的支援の
面で配慮いただきたい。 山岸
（実） 福祉課

市では心身障害者福祉団体連合会補助金に
より活動を支援しているほか、障害者手帳
交付の際の各団体のチラシ配布や福祉ハン
ドブックへの紹介掲載等を行っている。今
後も機会を捉えて情報発信に努めていく。

令和2年度第2回上越市人にやさしいまちづくり推進会議
委員からの質問等についての回答

№ 質問、意見等 委員名 担当課

議題（2）　第4次人にやさしいまちづくり推進計画に係る令和3年度実施計画について

回答

◎意見等の項目

事業№ 事業内容等
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令和 2年度第 2回上越市人にやさしいまちづくり推進会議 次第 

 

日 時：令和 3年 3月 25 日（木） 

午前 10時～ 

会 場：上越市役所 4階 401 会議室 

 

 

1 開 会 

 

 

2 挨 拶 

 

 

3 議 題 

(1）第 4次人にやさしいまちづくり推進計画 令和2年度実施計画進捗状況について 

                      … 事前配付資料 1、2 

 

 

(2) 第 4次人にやさしいまちづくり推進計画 令和 3年度実施計画について 

… 事前配付資料 1、2 

 

 

4 その他 

  

 

5 閉 会 



計　　画 実績見込み

(1)人にやさしいま
ちづくりの考え方
を理解し認め合う
ための広報や教
育・学習を推進し
ます。また、日常
生活の中で起き
た困りごとについ
ての相談窓口や
支援体制を整え
ます。

①人にや
さしいまち
づくりの普
及啓発

1 人にやさしいまちづく
り、ユニバーサルデザ
インの考え方を広く普
及するために、啓発活
動のほか、学校や地
域での学習推進を図り
ます。

・職員研修
・教員研修
・普及啓発パンフレッ
ト、冊子配布

- 有 ・研修受講者が、人にやさしいまち
づくりやユニバーサルデザインの考
え方を理解し、業務に取り入れた
り、授業等の中で子どもたちに伝え
たりするなど、それぞれの立場にお
いて活用できる状態とする。
・普及啓発パンフレット・冊子や広報
を利用し、市民や企業に人にやさし
いまちづくりやユニバーサルデザイ
ンの考え方を普及する。

人にやさしいまちづくり推進の取組
の理解割合28％、ユニバーサルデ
ザインの理解割合48％（いずれもＲ3
到達目標）

・採用3年目職員研修の実施（1回）
・教職員研修の実施（1回）
・市民や企業への普及啓発パンフ
レット、冊子配布
・地域の集まりや企業訪問の際に説
明を実施（随時）
・関連団体（社会福祉協議会等）の
イベント等での市民への普及啓発
・小中学校でのユニバーサルデザイ
ンに関する授業の実施や出前講座
の実施依頼

・採用3年目職員研修の実施（1回）
・教職員研修の実施（1回）
・市民や企業への普及啓発パンフ
レット、冊子配布
・関連団体のイベント等は、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止のため
開催されなかった。
・小中学校でのユニバーサルデザイ
ンに関する授業の実施や出前講座
（2回）

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・教員研修では、参加者の97.7％が
授業の実施方法を理解できたと回答
したことから、学校での活用できる体
制作りに寄与できた。
・関連団体のイベント等は、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止のため
開催されなかったが、出前講座等に
おいて連携し、普及啓発活動が促進
された。

- 有 ・研修受講者が、人にやさしいまち
づくりやユニバーサルデザインの考
え方を理解し、業務に取り入れた
り、授業等の中で子どもたちに伝え
たりするなど、それぞれの立場にお
いて活用できる状態とする。
・普及啓発パンフレット・冊子や広報
を利用し、市民や企業に人にやさし
いまちづくりやユニバーサルデザイ
ンの考え方を普及する。

人にやさしいまちづくり推進の取組
の理解割合28％、ユニバーサルデ
ザインの理解割合48％（いずれもＲ3
到達目標）

・採用3年目職員研修の実施（1回）
・教職員研修の実施（1回）
・市民や企業への普及啓発パンフ
レット、冊子配布
・地域の集まりや企業訪問の際に説
明を実施（随時）
・関連団体（社会福祉協議会等）のイ
ベント等での市民への普及啓発
・小中学校でのユニバーサルデザイ
ンに関する授業の実施や出前講座
の実施依頼

共生まちづ
くり課

②相談・
支援体制
の充実

2 様々な権利侵害から
の保護や救済と同時
に、障害のある人が権
利を行使できるよう保
障するための環境を作
ります。

・障害のある人の権利
擁護の取組を推進

- 有 ・障害者差別解消法の趣旨等を市
民をじはじめとした事業所等に周知
することにより、障害のある人への
合理的配慮が提供されるよう環境の
整備を図るとともに、差別事案が生
じた場合に相談、情報提供しやすい
体制を整える。

・上越市障害者差別解消支援地域
協議会の開催：年2回
・障害者差別解消に資する啓発活
動の実施。
・障害を理由とする差別に関する相
談対応：1件以上

・上越市障害者差別解消支援地域
協議会の開催：年2回（第1回：R2.8.6
開催、第2回：R3.3月）
・障害者差別解消に資する啓発活動
の実施
・障害を理由とする差別に関する相
談事案の報告を相談支援事業所及
び地域包括支援センターに依頼

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・各種の啓発活動により、障害者差
別解消に向けた市民の理解促進を
図れた。

拡充 有 ・障害者差別解消法の趣旨等を市
民をはじめとした事業所等に周知す
ることにより、障害のある人への合
理的配慮が提供されるよう環境の整
備を図るとともに、差別事案が生じ
た場合に相談、情報提供しやすい体
制を整える。
・上越市手話言語及びコミュニケー
ション手段の利用の促進に関する条
例を制定し、障害の有無にかかわら
ず、円滑にコミュニケーションができ
る環境の整備を図る。

・上越市障害者差別解消支援地域
協議会の開催：年2回
・障害者差別解消に資する啓発活動
の実施。
・障害を理由とする差別に関する相
談対応：1件以上
・条例制定を契機に、障害の有無に
かかわらず、多様なコミュニケーショ
ン手段があることの理解を求める市
民啓発を行う。
　条例制定記念イベントの開催（5
月）
　リーフレットの作成、職員研修の開
催

福祉課

3 障害児や障害者及び
その家族などが生活
全般について相談しや
すい環境を整備しま
す。

・すこやかなくらし包括
支援センターを中心と
した相談支援事業の
実施

- 有 ・障害のある人等の生活全般に関す
る悩みについて、地域の計画相談
事業所等と連携し、より相談しやす
い相談支援環境を整える。

・相談支援事業については、平成30
年度からの上越市版地域包括ケア
システムの構築に向けたすこやかな
くらし包括支援センターへの市の相
談機能の一元化に合わせ、障害福
祉の相談を含めた地域における相
談支援体制を見直しを行い、新た体
制で事業を実施する。

・令和2年4月から、高齢者の総合相
談窓口である地域包括支援センター
の業務に、障害のある人や生活困
窮者等の相談機能を付加した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・上越市版地域包括ケアシステムの
構築に向け、地域における相談体制
の強化を図れた。

- 有 ・障害のある人等の生活全般に関す
る悩みについて、地域の相談支援
事業所等と連携し、より相談しやす
い相談支援環境を整える。

・相談支援事業所や地域包括支援
センターなど関係機関が連携・協力
し、地域に密着した相談支援を行う。

福祉課

4 家族や生活に関して
女性が抱えるあらゆる
諸問題に対し、助言・
指導などを行うための
相談体制を整備しま
す。

・女性相談の実施 - 有 ・適切な支援・助言等を行うことで相
談者が安心して生活を送れる状態
にする。また、配偶者等からの暴力
被害にあっている相談者に対して
は、関係機関等と連携しながら、安
全確保が図られる状態にする。

・女性相談員を配置し、様々な悩み
や問題等の相談を受け付け、必要
な支援を講じる。

相談員  3人
相談時間  月～土曜日 9:00～17:00
（毎週火曜日は電話相談を19:00ま
で延長）
※日曜・祝日・年末年始・毎月第3水
曜日は休み。その他出張相談あり
（事前予約制）

・適切な支援・助言等を行うことで相
談者が安心して生活を送れる状態に
することができた。また、配偶者等か
らの暴力被害にあっている相談者に
対しては、関係機関等と連携しなが
ら、安全確保が図られる状態にする
ことができた。
　相談件数：4,000件（見込）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・必要に応じて、庁内の関係課等や
県の児童相談所、女性相談所、また
警察署などの関係機関と連携・協力
しながら適切な相談・支援に努めた
ことにより、相談者の安全確保が図
られる状態にすることができた。

- 有 ・適切な支援・助言等を行うことで相
談者が安心して生活を送れる状態
にする。また、配偶者等からの暴力
被害にあっている相談者に対して
は、関係機関等と連携しながら、安
全確保が図られる状態にする。

・女性相談員を配置し、様々な悩み
や問題等の相談を受け付け、必要な
支援を講じる。

相談員  3人
相談時間  月～土曜日 9:00～17:00
（毎週火曜日は電話相談を19:00ま
で延長）
※日曜・祝日・年末年始・毎月第3水
曜日は休み。その他出張相談あり
（事前予約制）

共生まちづ
くり課
(男女共同
参画推進
センター）

5 高齢者の権利擁護な
どに関する相談体制を
整備します。

・高齢者相談の実施 - 無 ・地域包括支援センターにおいて高
齢者の権利擁護などに関する相談
に対応する。
・地域包括支援センター職員の相談
対応能力の向上に向けた研修会を
開催し、相談に適切に対応できるよ
うにする。

・地域包括支援センターによる高齢
者相談の実施
・高齢者虐待や成年後見制度など
地域包括支援センター職員のスキ
ルアップのための研修会の開催

・地域包括支援センターによる高齢
者相談を実施した。
・地域包括支援センター職員を対象
に成年後見制度や虐待、認知症に
関する研修会を開催した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・地域包括支援センターにおいて、
高齢者の権利擁護などの相談にしっ
かりと対応できている。
・センター職員を対象に成年後見制
度や虐待・認知症等の研修会を行っ
たことで、職員の相談対応能力が向
上し、より的確な助言等を行うことが
できるようになった。

- 無 ・地域包括支援センターにおいて高
齢者の権利擁護などに関する相談
に対応する。
・地域包括支援センター職員の相談
対応能力の向上に向けた研修会を
開催し、相談に適切に対応できるよ
うにする。

・地域包括支援センターによる高齢
者相談の実施
・高齢者虐待や成年後見制度など地
域包括支援センター職員のスキル
アップのための研修会の開催

すこやかな
くらし包括
支援セン
ター

6 外国人市民が暮らしや
すい環境づくりを進め
るため、相談業務を充
実します。

・外国人相談の実施 拡充 有 ・外国人相談窓口において、相談者
の問題解決に向けた支援を行い、
安全・安心な生活を送ることができ
るようにする。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人相談窓口を開設する。
　月～金曜日　10:00～17:00

・上越国際交流協会に委託し、外国
人相談窓口を開設した。
　月～金曜日　10:00～17:00
　相談件数：350件（見込）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・外国人相談窓口を開設し、安全・安
心な生活を送るための各種相談に
応じ、問題を解決することができた。

- 有 ・外国人相談窓口において、相談者
の問題解決に向けた支援を行い、
安全・安心な生活を送ることができ
るようにする。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人相談窓口を開設する。
　月～金曜日　10:00～17:00

共生まちづ
くり課

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

誰
も
が
互
い
を
尊
重
し
理
解
し
合
え
る
ま
ち
の
実
現
を
目
指
し
ま
す

。
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誰
も
が
理
解
し
合
え
る
ま
ち
づ
く
り

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

第4次人にやさしいまちづくり推進計画　令和2年度実施計画進捗状況及び令和3年度実施計画

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

事前配付資料1

1  



計　　画 実績見込み

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

8 悩み事や不安の解消
に向け、適切な対応窓
口や相談先の紹介、
法律相談の案内等を
行います。

・市民相談の実施 - 有 ・市民の多様な相談に迅速な対応
ができるよう情報収集し、庁内関係
課との連携体制を維持する。
・弁護士、司法書士による無料法律
相談の実施

・市民相談員1人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
・弁護士相談：第１週～第４週の金
曜日　午後
・司法書士相談：毎週火曜日　午後

・市民相談員1人…243回開催（948
件）
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
・弁護士相談：第１週～第４週の金
曜日　午後…47回開催（144件）
・司法書士相談：毎週火曜日　午後
…　　　　　　　　　47回開催（60件）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・弁護士、司法書士による無料法律
相談を実施するとともに、庁内関係
課との連携により、多様な相談に対
し適切な窓口を案内して、相談者の
不安解消が図られた。

- 有 ・市民の多様な相談に迅速な対応
ができるよう情報収集し、庁内関係
課との連携体制を維持する。
・弁護士、司法書士による無料法律
相談の実施。

・市民相談員1人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
・弁護士相談：第１週～第４週の金
曜日　午後
・司法書士相談：毎週火曜日　午後

市民課
（市民相談
センター）

9 消費者と事業者との間
に生じた商品やサービ
スに関する苦情などに
ついて相談を受け付け
ます。

・消費生活相談の実施 - 有 ・的確で迅速な相談窓口対応に努
め、安心な消費生活の確保を図る。
・出前講座や啓発、情報発信等を通
じて、消費者被害の防止に努める。

・消費生活相談員3人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
・多重債務相談：市民相談センター
の弁護士、司法書士相談の中で実
施

・消費生活相談員3人…243回（972
件）
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・相談に適切に対応するよう、最新
の情報を収集するとともに、出前講
座等の啓発活動を通じ、消費者被害
防止に取り組み、消費生活における
不安解消が図られた。

- 有 ・的確で迅速な相談窓口対応に努
め、安心な消費生活の確保を図る。
・出前講座や啓発、情報発信等を通
じて、消費者被害の防止に努める。

・消費生活相談員3人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
・多重債務相談：市民相談センター
の弁護士、司法書士相談の中で実
施

市民課
（消費生活
センター）

10 外国人の社会参加を
推進するため、日本語
教室を開催します。

・日本語教室の開催 - 有 ・外国人市民が日本語を効果的に
習得できるような学習環境を確保す
るとともに、日本人市民との交流の
場を提供する。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人市民を対象とした生活日本語教
室を開催するとともに、上越国際交
流協会が実施する交流事業の情報
提供を行う。

水曜（9：30～11：00））、木曜（17：30
～19：00）、金曜（10：00～11：30、土
曜（10：00～11：30）

・上越国際交流協会に委託し、外国
人市民を対象とした生活日本語教室
を開催するとともに、上越国際交流
協会が実施する交流事業の情報提
供を行った。
水曜（9：30～11：00）、木曜（17：30～
19：00）、金曜（10：00～11：30）、土
曜（10：00～11：30）
　述べ受講者数：350人（見込）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・外国人市民に向けた当教室では、
受講者のニーズやレベルに応じた学
習内容とすることで、効果的な学習
環境を提供し、日本語の習得に効果
を上げることができた。
・教室への参加を機に、外国人市民
が上越国際交流協会の実施する講
座や催し物に参加し、自国の文化を
紹介するなど、日本人市民との交流
を行うことができた。

- 有 ・外国人市民が日本語を効果的に
習得できるような学習環境を確保す
るとともに、日本人市民との交流の
場を提供する。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人市民を対象とした生活日本語教室
を開催するとともに、上越国際交流
協会が実施する交流事業の情報提
供を行う。
・実施詳細調整中

共生まちづ
くり課

11 ユニバーサルデザイン
に配慮した広報紙づく
りに取り組みます。

・読みやすさに配慮し
たUDフォントを使用し
たページ作成

見直
し

有 ・年代を問わず多くの市民に読ま
れ、より内容が伝わりやすい広報紙
を作成する。

・編集機の入れ替えに合わせて、9
月号から職員が作成するページに
読みやすさに配慮したUDフォントを
導入する。

・編集機の入れ替えに合わせて、9
月号から職員が作成するページに
読みやすさに配慮したUDフォントを
導入した。
・なお、業務委託により作成するペー
ジ（「情報ファイル」など）では、以前
からUDフォントを使用している。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・計画どおりUDフォントを導入したこ
とにより、職員が作成するページが
より読みやすくなった。

- 有 ・年代を問わず多くの市民に読ま
れ、より内容が伝わりやすい広報紙
を作成する。

・毎号の広報上越について、UDフォ
ントの使用や配色、レイアウトなどの
紙面デザインの工夫により、読みや
すさ、伝わりやすさに配慮し作成す
る。

広報対話
課

12 広報媒体に外国語翻
訳を付加し、外国人の
市政に対する理解を
深めます。

・市ホームページの翻
訳機能（英語、韓国
語、中国語（簡体、繁
体）、ベトナム語、ミャ
ンマー語、タガログ語）
・市勢要覧の翻訳資料
発行（英語、韓国語、
中国語（簡体、繁体））

- 有 ・外国人の市政に対する理解を深め
るために、市ホームページのトップ
ページに民間サービスの翻訳機能
（英語、韓国語、中国語（簡体、繁
体））を引き続き配置するとともに、
平成30年度に発行した改訂版の市
勢要覧の翻訳資料を活用する。

・視察や研修、交流事業などで当市
へ外国人を迎えるときや、当市から
海外へ出かける際に、当市を紹介
するための資料として市勢要覧の翻
訳資料を配布する。

・令和3年3月の市ホームページリ
ニューアルに合わせて、当市におけ
る外国人市民の状況を踏まえ、自動
翻訳の対応言語にベトナム語、ミャ
ンマー語、タガログ語を加え、計７か
国語に対応した。
・視察や研修、交流事業が実施され
なかったことから、市勢要覧の翻訳
資料を活用する機会はなかった。
・多言語対応情報発信ツールを活用
し、広報上越等の市政情報を多言語
で配信した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・市ホームページへの自動翻訳対応
言語を追加したことにより、より多く
の外国人市民が市政情報を閲覧す
ることができる環境を整えた。
・市勢要覧の翻訳資料を活用する機
会はなかった。
・広報上越等の市政情報を多言語で
配信し、外国人市民が必要な情報を
見ることができる環境を整えた。

拡充 有 ・市の広報媒体に外国語翻訳を付
加することにより、外国人による市
政への理解を深める。
・広報上越等の市政情報を多言語
で配信し、外国人市民が必要な情
報を見ることができる環境を整える。

・市ホームページのトップページに民
間サービスの翻訳機能（英語、韓国
語、中国語（簡体、繁体）、ベトナム
語、ミャンマー語、タガログ語）を引き
続き配置するとともに、平成30年度
に発行した改訂版の市勢要覧の翻
訳資料を活用する。
・視察や研修、交流事業などで当市
へ外国人を迎えるときや、当市から
海外へ出かける際に、当市を紹介す
るための資料として市勢要覧の翻訳
資料を配布する。
・多言語対応情報発信ツールを活用
し、広報上越等の市政情報を多言語
で配信する。

広報対話
課

共生まちづ
くり課

すこやかな
くらし包括
支援セン
ター

こども課

学校教育
課

・子どもの虐待予防の推進につい
て、年1回上越市要保護児童対策地
域協議会代表者会議及び隔月で実
務者会議を開催する。また、必要に
応じて個別ケース検討会を開くな
ど、関係機関等と連携し、支援にあ
たる。
・児童虐待防止推進月間において、
広報上越やFM-J等で虐待に関する
相談窓口の周知を行う。
・保育園や小中学校等の教員を対
象に、「上越市子どもの虐待防止ハ
ンドブック《ダイジェスト版》」を活用し
た研修会を開催する。
・子ども向け虐待防止リーフレットを
上越教育大学等と作成し、市内全小
中高校生に配布する。
・児童虐待を担当する家庭相談員を
1人増員して4人体制とし、支援の強
化を図る。
・子どもの権利学習教材「えがお」を
使用した子どもの権利学習を市立
全小中学校の授業に取り入れて実
施する。
・市内小・中学校、保育園の職員を
対象に児童虐待の早期発見・対応
について研修会を開催する。
・学校や町内会等を対象に児童虐
待防止に関する出前講座を実施す
る。
・市内全小学校に週2～4回、カウン
セラーが訪問し、児童や保護者の相
談に対応する。
・市内全小中学校の主に管理職を
対象に虐待の通告に関わる研修会
を開催する。
・いじめ問題対策連絡協議会等を開
催する。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら、スクールソーシャルワー
カーやカウンセラー、担当指導主事
を派遣するなどして学校を支援し、
問題の早期解決に努める。

A：目標達成（100％）・子どもの虐待予防の推進につい
て、関係機関と連携し、児童虐待の
早期発見に向け、意識を高める取
組を進めるとともに、保護者等の育
児不安の解消等の必要な支援を早
期に実施することにより、児童虐待
の発生予防に努める。
・子どもの権利について、子ども自
身と市民が正しい知識を持ち、権利
を尊重する意識と行動を身につけ
る。
・虐待、いじめ、差別などから子ども
の権利が侵害されないよう、教職員
の研修を充実し、資質を高める。
・いじめ問題対策連絡協議会等の開
催により、関係団体との情報交換や
連携を図る。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら学校を支援し、早期解決
する。

・上越市要保護児童対策地域協議
会を6月26日に開催し、児童虐待の
現状や活動内容、関係機関との連
携について確認した。
・保育園や小中学校等の教員を対
象として、「上越市子どもの虐待防止
ハンドブック《ダイジェスト版》」を活用
した研修会を開催し、職員等の児童
虐待への意識を高めた。
・11月の児童虐待防止推進月間に
あわせ、子ども向け虐待防止リーフ
レットを配布した。
・１１月の１か月間をDV・児童虐待防
止啓発活動（Wリボンキャンペーン）
とし、市内20施設で児童虐待防止と
子どもの権利を呼びかけるパネルの
掲示やWリボンバッジの配布を行うと
ともに、広報上越、FM上越による周
知を行った。
・児童虐待を担当する家庭相談員を
1人増員して4人体制として、家庭へ
の支援体制の強化を図り重度化を
予防した。
・子どもの権利学習教材「えがお」を
使用した子どもの権利学習を市立全
小中学校の授業に取り入れて実施
することができた。
・高田特別支援学校の生徒・保護
者・教職員を対象に子どもの権利に
関する出前講座を実施した。
・6月22日（月）に第1回いじめ問題対
策連絡協議会を開催した。関係団体
から12名が参加し、いじめの実態に
基づく防止等のための取組に関わる
協議を行った。第2回は令和3年2月9
日に開催し11名が参加した。1年間
の各団体の取組について報告した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

子どもの虐待、いじ
め、差別、その他子ど
もの権利の侵害の予
防・早期救済を図ると
ともに、連絡・相談体
制の充実を図ります。

・子どもの虐待、いじ
め、差別、その他子ど
もの権利の侵害の予
防・対応（訪問や相
談、研修会や会議等
の開催、育児等のアド
バイス、情報交換や交
流）
・要保護児童対策地域
協議会の運営
・いじめ問題対策連絡
協議会等の運営

- 有 ・子どもの虐待予防の推進につい
て、関係機関と連携し、児童虐待の
早期発見に向け、意識を高める取
組を進めるとともに、保護者等の育
児不安の解消等の必要な支援を早
期に実施することにより、児童虐待
の発生予防に努める。
・子どもの権利について、子ども自
身と市民が正しい知識を持ち、権利
を尊重する意識と行動を身につけ
る。
・虐待、いじめ、差別などから子ども
の権利が侵害されないよう、教職員
の研修を充実し、資質を高める。
・いじめ問題対策連絡協議会等の開
催により、関係団体との情報交換や
連携を図る。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら学校を支援し、早期解決
する。

・子どもの虐待予防の推進につい
て、年1回上越市要保護児童対策地
域協議会代表者会議及び隔月で実
務者会議を開催する。また、必要に
応じて個別ケース検討会議を開催す
る開くなど、関係機関等と連携し、支
援にあたる。
・児童虐待防止推進月間において、
広報上越やFM-J等で虐待に関する
相談窓口の周知を行う。
・市民向けの「子どもの虐待予防出
前講座」や保育士や教職員向けの
虐待対応研修を開催する。
・高校等の教員を対象に「上越市子
どもの虐待防止ハンドブック≪ダイ
ジェスト版≫」を活用した研修会を開
催する。
・子どもの権利学習教材「えがお」を
使用した子どもの権利学習を市立全
小中学校の授業に取り入れて実施
する。
・いじめ問題対策連絡協議会等を開
催する。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら、スクールソーシャルワー
カーやカウンセラー、担当指導主事
を派遣するなどして学校を支援し、
問題の早期解決に努める。

・上越市要保護児童対策地域協議
会を開催し、児童相談所や警察、教
育委員会等の関係機関と情報を共
有するとともに、活動内容や連携体
制について確認した。
・保育園や小中学校に出向き、管理
職のみならず全職員を対象に「上越
市子どもの虐待防止ハンドブック《ダ
イジェスト版》」を活用した研修会を
行うことにより、児童虐待への意識
を高めることができた。
・11月の児童虐待防止推進月間に
子どもや市民向けの周知活動を行う
ことより、児童虐待への意識を高め
た。
・１１月の１か月間をDV・児童虐待防
止啓発活動（Wリボンキャンペーン）
とし、市内20施設で児童虐待防止と
子どもの権利を呼びかける、Wリボン
の着用を促すことにより、児童虐待
防止や子どもの権利への意識を高
めた。
・全学年で「えがお」を使用した子ど
もの権利学習を行い、また学習結果
を保護者と共有することで、子どもや
保護者が子どもの権利について、認
知、理解を深める一助となった。
・高田特別支援学校の生徒・保護
者・教職員を対象に子どもの権利に
関する出前講座を実施することで、
子どもの権利への意識を高めた。
・第1回では、いじめの実態に基づく
防止等のための取組に関わる協議
を行った。第2回は1年間の各団体の
取組について報告し、取組及び課題
の共有を図った。

-7 有

2  



計　　画 実績見込み

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

2
　
誰
も
が
学
べ
る
ま
ち
づ
く
り

(1)児童・生徒の
ニーズに応じた支
援を推進するとと
もに、市民の生涯
を通じた多様な学
習・スポーツ機会
の拡充を推進し
ます。

①自立・
共生を目
指す学校
教育環境
の充実

・就学アドバイザーによる就学相談
により、就学がスムーズにできるよう
にする。
・巡回相談員による学校訪問によ
り、特別な支援が必要な児童生徒
の支援方策について共通理解し、学
校体制を整え、自校で対応できる学
校を増やす。
・教育補助員などの配置による特別
な支援が必要な児童生徒の学習や
学校生活の支援を充実させ、安心し
て学校生活が送れるようにする。

・就学アドバイザーによる就学相談
を実施し、保幼小のつなぎをスムー
ズにする。
・巡回相談員による学校訪問を実施
し、児童生徒の相談を行う中で校内
の特別支援教育体制の構築を図
る。
・特別な支援が必要な児童生徒の
学習や学校生活の支援を行い、校
内の支援体制を充実させるため、教
育補助員などを配置する。

14 家庭の経済的負担を
軽減するため、入園・
保育や就学にかかる
費用を補助します。

・幼稚園児：入園料・保
育料の補助
・児童生徒：学用品の
購入費、給食費等の
援助

- 有 ・児童生徒：対象となる児童生徒
1,678人（令和2年度認定見込者数）
の保護者に対し、学用品費や給食
費の一部又は全部を援助することに
より経済的負担を軽減する。
・幼稚園児：市立幼稚園に通う全て
の園児の保育料を無償とすること
で、保護者の経済的負担を軽減す
る。

・児童生徒：学用品の購入費、給食
費等の援助を行うとともに、引き続き
新入学の児童生徒に対しては入学
準備金を入学前に支給する。
　小学校：1,041人　　83,326千円
　中学校：　637人　　81,892千円
・幼稚園児：国の制度に基づき、市
立幼稚園に通う全ての園児の保育
料を無償とする。
　幼稚園児：33人　3,168千円/年の
保育料免除

・児童生徒：学用品の購入費、給食
費等の援助を行うとともに、引き続き
新入学の児童生徒に対しては入学
準備金を入学前に支給した。
　小学校：1,041人　　83,326千円
　中学校：　637人　　81,892千円
・幼稚園児：国の制度に基づき、市
立幼稚園に通う全ての園児の保育
料を無償とした。
　幼稚園児：33人　3,168千円/年の
保育料免除

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・児童生徒：学用品の購入費、給食
費等の援助を行うとともに、引き続き
新入学の児童生徒に対しては入学
準備金を入学前に支給するよう準備
を進めており、保護者の経済的負担
を軽減することで就学環境を整え
た。
・幼稚園児：国の制度に基づき、市
立幼稚園に通う全ての園児の保育
料を無償とすることで、保護者の経
済的負担を軽減し、教育環境を整え
た。

- 有 ・児童生徒：経済的な理由によって、
就学困難と認められる児童生徒の
保護者に対し、学用品費や給食費
の一部又は全部を援助することによ
り、経済的負担を軽減する。
・幼稚園児：市立幼稚園に通う全て
の園児の保育料を無償とすること
で、保護者の経済的負担を軽減す
る。

・児童生徒：援助を必要としている保
護者へ確実に援助できるよう、制度
の周知を徹底する。
○周知方法：全児童生徒に制度案
内を年3回配布する。広報上越、市
ホームページへの制度案内の掲載
を行う。
・幼稚園児：国の制度に基づき、市
立幼稚園に通う全ての園児の保育
料を無償とする。

学校教育
課

②市民の
多様な学
習・ス
ポーツ機
会の充実

16 自主的な学習活動の
高まりや、まちづくり活
動を支援するため、公
民館において各種講
座を開催します。

・5つの事業の柱であ
る「学びのきっかけづく
り」「未来を支える人づ
くり」「育ち合い、支え
合う家庭環境づくり」
「地域・現代課題に対
応した地域づくり」「行
動する人への支援」を
踏まえた公民館事業
の開催（各年齢期にお
ける公民館事業の開
催）

- 有 ・すべての地区公民館で、各年齢期
における事業を開催することにより、
生涯を通じて学べる機会の充実を
図る。

・すべての地区公民館で、学びの
きっかけづくり・未来を支える人づく
りに向けた事業を実施する。
　該当事業：79事業

・すべての地区公民館で、学びの
きっかけづくり・未来を支える人づくり
に向けた事業を実施する。
　該当事業：62事業

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

C：目標を達成できな
かった

・新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、各地区の状況に応じて、
実施を見合わせた事業が複数あっ
た。
・特に、学校の臨時休校により学校
行事の予定が不透明な中、公民館
事業の計画を立てることが困難で
あったため、青少年を対象とする「未
来を支える人づくり」に該当する事業
を実施した地区は28地区中12地区
にとどまった。

- 有 ・すべての地区公民館で、各年齢期
における事業を開催することにより、
生涯を通じて学べる機会の充実を
図る。

・すべての地区公民館で、学びの
きっかけづくり・未来を支える人づくり
に向けた事業を実施する。
　該当事業：108事業

社会教育
課

17 視覚に障害のある人
など、活字による読書
が困難な市民に対し
読書環境の整備を図り
ます。

・録音図書（カセット、
デイジー図書）や点字
図書の作製と貸出
・対面朗読サービス

- 有 ・活字による読書が困難な方のため
に、録音図書や点字図書などの専
用資料を整備し提供することで、広く
図書館サービスの利用促進を図る。
目標：録音図書や点字図書等の年
間貸出タイトル数560タイトル。

・ボランティア団体と協力し、録音図
書を年間50本程度新規作製するこ
とで、蔵書の充実を図る。
・サービスについて広く周知し、貸出
の増進を図る。

・新規録音図書を、50タイトル作成で
きる見込み。引き続き蔵書の充実を
図っていく。（3月末で50タイトル作成
見込み）
・録音図書および点字資料等の貸出
タイトル数は、目標である560タイト
ルを達成できる見込み。（3月末で
570タイトル貸出見込み）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・新型コロナウイルス感染症の影響
により活動が制限される中、ボラン
ティア団体の協力により、新規資料
の作成は、計画通りに行われてい
る。
・新型コロナウイルス感染症の影響
により臨時休館などがあったが、貸
出タイトル数の目標を達成できる見
込みである。

- 有 ・活字による読書が困難な方のため
に、録音図書や点字図書などの専
用資料を整備し提供することで、広く
図書館サービスの利用促進を図る。
目標：録音図書や点字図書等の年
間貸出タイトル数600タイトル。

・ボランティア団体と連携し、録音図
書を年間50本程度新規作製すること
で、蔵書の充実を図る。
・サービスについて広く周知し、貸出
の増進を図る。

社会教育
課（図書
館）

18 ・市内で開催する各種載依頼される
各スポーツ教室や、大会を市広報・
ホームページで情報提供する。
・総合型地域スポーツクラブのコロナ
禍での活動を支援するための研修
会を開催する。
・地域のスポーツ活動を支援するた
め、スポーツ推進委員を派遣する。
・障害者団体や総合型地域スポーツ
クラブ、スポーツ推進委員などが行
う行事等への相互参加の働きかけ
及び支援を行う。

・スポーツ活動に参加できるよう、各
種スポーツイベントを市広報等で情
報提供を行う。
・総合型地域スポーツクラブ等の活
動が円滑に行われるよう支援を行
う。
・各種講習会等へスポーツ推進委員
を派遣し、スポーツ機会の充実を図
る。
・障害者団体や総合型地域スポーツ
クラブを始めとした、様々な団体と連
携を図り、幅広い年代層に障害者ス
ポーツや生涯スポーツの理解醸成
と普及促進を図る。

有-A：目標達成（100％） スポーツ推
進課

福祉課

A：計画どおりすべて実
施（100％）

・市広報等への情報提
供
・総合型地域スポーツ
クラブ等への支援
・各種講習会等へのス
ポーツ推進委員の派
遣
・障害者のスポーツ活
動の場の確保及び活
動支援

子どもから高齢者等、
すべての人がライフス
テージに応じたスポー
ツ活動に参加できるよ
う、スポーツ機会の充
実を図るなど、スポー
ツ環境を整備します。

・掲載依頼される各スポーツ教室、
大会を市広報で情報提供する。
・総合型地域スポーツクラブを対象
に、上越市総合型地域スポーツクラ
ブネットワーク「上越ＳＣネット」と協
議し、必要な研修会を開催する。
・各種スポーツ講習会等にスポーツ
推進委員を派遣する。
・障害者団体や総合型地域スポーツ
クラブ、スポーツ推進委員などが行
う行事等への相互参加の働きかけ
及び支援を行う。

・スポーツ活動に参加できるよう、各
種スポーツイベントを市広報等で情
報提供を行う。
・総合型地域スポーツクラブ等の活
動が円滑に行われるよう支援を行
う。
・各種講習会等へスポーツ推進委員
を派遣し、スポーツ機会の充実を図
る。
・障害者団体や総合型地域スポーツ
クラブを始めとした、様々な団体と連
携を図り、幅広い年代層に障害者ス
ポーツや生涯スポーツの理解醸成
と普及促進を図る。

有- ・新型コロナウイルス感染症の影響
により、6月末まで市主催教室やイベ
ントを中止していたが、7月から順次
再開している。
・7月から再開した教室について、市
広報で情報提供を行った。また、掲
載依頼される各スポーツ教室、大会
についても適宜情報提供を行った。
・総合型地域スポーツクラブを対象
に、上越市総合型地域スポーツクラ
ブネットワーク「上越ＳＣネット」と協
議し、必要な研修会を開催した。
・各種スポーツ講習会等にスポーツ
推進委員を派遣した。
・障害者団体や総合型地域スポーツ
クラブ、スポーツ推進委員などが行
う行事等への相互参加の働きかけ
及び支援を行った。

・経済的理由等により修学が困難な
学生に対して奨学金の貸付を行うた
め、制度の周知と奨学生の募集を
行う。

・経済的理由により修学が困難な学
生に対して奨学金の貸付けを行うた
め、制度の周知を徹底し、奨学生の
募集を行う。
○周知及び募集回数：3回（予約募
集、在学募集、追加募集）
○募集方法：広報上越や市ホーム
ページを活用するとともに、市内の
中学校、高等学校、採用実績の多
い大学等へ案内を送付する。
○募集人数：20人程度

・制度の周知徹底を行うことで、経済
的理由により修学が困難な学生へ
の支援を行うことができたと考える。
・また、新型コロナ感染症の感染拡
大に伴い、在学募集の期間を令和3
年3月末まで延長した。

学校教育
課

・新型コロナウイルス感染症の影響
により、6月末まで市主催教室やイベ
ントを中止していたが、7月から順次
再開している。
・7月から再開した教室について、市
広報で情報提供を行うことができ
た。また、掲載依頼される各スポー
ツ教室、大会についても適宜情報提
供を行うことができた。
・総合型地域スポーツクラブのほ
か、様々な団体から研修会に参加を
いただいた。
・各種スポーツ講習会や市主催のス
ポーツ教室にスポーツ推進委員を派
遣し、多くの地域でよりよい活動を展
開することができた。
・障害者スポーツや生涯スポーツを
普及し、定着させていくための環境
の整備を進めることができた。

有 ・経済的理由等により修学が困難な
学生に対して奨学金の貸付を行うた
め、制度の周知と奨学生の募集を
行う。

・経済的理由により修学が困難な学
生に対して奨学金の貸付けを行うた
め、制度の周知を徹底し、奨学生の
募集を行う。
○周知及び募集回数：2回（予約募
集、在学募集）
○募集方法：広報上越や市ホーム
ページを活用するとともに、市内の
中学校、高等学校、採用実績の多い
大学等へ案内を送付する。

-・就学アドバイザーに
よる就学相談
・巡回相談員による学
校訪問
・教育補助員などの配
置による特別な支援が
必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援
・障害の特性に応じた
合理的配慮のための
インクルｰシブ教育シ
ステムの構築

13 特別な支援を必要とす
る児童生徒にきめ細
かい教育を実施すると
ともに、就学の場や内
容について支援、助言
を行います。

- -

・就学アドバイザーによる就学相談
を実施し、保幼小のつなぎをスムー
ズにする。
・巡回相談員による学校訪問を実施
し、児童生徒の相談を行う中で校内
の特別支援教育体制の整備や強化
を図る。
・特別な支援が必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援を行い、校内
の支援体制を充実させるため、教育
補助員などを配置する。

誰
も
が
個
々
の
力
を
発
揮
で
き
る
よ
う
学
べ
る
ま
ち

、
生
涯
を
通
じ
て
学
べ
る
ま
ち
を
目
指
し
ま
す

。

有

有

・就学アドバイザーによる就学相談
を実施し、保幼小のつなぎがスムー
ズになるような体制を整備した。
・巡回相談員を30名配置し、要請の
あった学校に巡回相談を行い、児童
生徒への支援を検討しながら校内の
支援体制の整備や強化を図った。
・特別な支援が必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援のため、教育
補助員を90名配置した。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築に関して、各学校への周知や
ケース会議での助言等を行った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・就学アドバイザーによる就学相談
を実施し、保幼小がスムーズにつな
がる体制を整備した。
・巡回相談員を30名配置し、要請の
あった学校に巡回相談を行った。
ケース会議で児童生徒の実態や環
境による要因分析と支援方策を共通
理解するなど支援体制を整備・強化
した。
・教育補助員を90名配置し、特別な
支援が必要な児童生徒の学習や学
校生活へきめ細かい支援ができた。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築に関して、各学校の周知した
りケース会議での助言等を行ったり
できた。

・経済的理由により修学が困難な学
生に対して奨学金の貸付を行うた
め、制度の周知及び奨学生の募集
を行った。
○周知及び募集回数：3回（予約募
集、在学募集、募集期間の延長）
○広報上越（3/1号、10/1号）及び市
ホームページへ募集案内を掲載す
るとともに、市内外の中学校、高校、
大学等、合計112施設宛に募集要項
を送付した。
○募集人数が20名程度に対して、現
時点で12名の応募があり、12名全員
を採用した。募集期間を年度末まで
延長したため、今後増える可能性も
あるが、20名までは達しない見込
み。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

15 高校、大学進学者の
家庭の経済的負担を
軽減するため、奨学金
の貸付を行います。

・奨学金の貸付 B：目標はほぼ達成
（80％以上）

学校教育
課

- 有 ・就学アドバイザーによる就学相談
により、就学がスムーズにできるよう
にする。
・巡回相談員による学校訪問によ
り、特別な支援が必要な児童生徒
の支援方策について共通理解し、学
校体制を整備したり強化したりして、
自校で対応できる学校を増やす。
・教育補助員などの配置による特別
な支援が必要な児童生徒の学習や
学校生活の支援を充実させ、安心し
て学校生活が送れるようにする。

3  



計　　画 実績見込み

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

(1)誰もが生きが
いをもって自分ら
しく暮らせるよう、
雇用機会の確保
と職業能力の向
上を図ります。

①雇用機
会の創出

19 市内企業等への就労
を支援し、雇用の安定
につながる施策を推進
します。

・関係機関等と連携
し、市内企業の見学や
就職ガイダンス等の開
催
・雇用情報交換会にお
ける施策の検討
・インターンシップの促
進
・若手社員の早期離職
を防止するためのセミ
ナーの開催

- 有 ・関係機関等と連携し、市内企業の
見学や就職ガイダンス等の開催及
び就職促進家賃補助を行い市内企
業等への就労を促す。
・インターンシップ登録事業所を増加
する。
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナーを開催し、地元企業へ
の定着を促す。

・大学等の市内企業の見学2回
・就職ガイダンス等の開催
・就労促進家賃補助金の交付
・市内外の学校や市内事業所の訪
問
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナー（新入社員、中堅社
員、管理職等を対象）を開催。

・大学等の市内企業の見学2回
・市内企業出張説明会の開催（4回）
・就労促進家賃補助金の交付（20
件）
・市内外の学校や市内事業所の訪
問
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナー（中堅社員、管理職等
を対象）を開催。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・関係機関等と連携し、市内企業の
見学や市内企業出張説明会等の開
催及び就職促進家賃補助を行い市
内企業等への就労を促すことができ
た。
・若手社員離職防止のための研修
は新入社員研修は新型コロナウイ
ルス感染症の影響で実施できなかっ
たものの、中堅社員研修と管理職研
修を実施した。

- 有 ・関係機関等と連携し、市内企業の
見学や就職ガイダンス等の開催及
び就職促進家賃補助を行い市内企
業等への就労を促す。
・インターンシップ登録事業所を増加
する。
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナーを開催し、地元企業へ
の定着を促す。

・大学等の市内企業の見学2回
・就職ガイダンス等の開催
・就労促進家賃補助金の交付
・市内外の学校や市内事業所の訪
問
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナー（新入社員、中堅社員
等を対象）を開催。

産業政策
課

20 障害のある人の雇用
環境を向上させるた
め、事業者への意識
啓発や雇用促進につ
ながる施策を推進しま
す。

・関係機関と連携し障
害者合同就職面接会
等の開催
・障害者雇用啓発チラ
シの配布
・障害者多数雇用事業
者の優遇措置の実施

- 有 ・関係機関と連携し障害者合同就職
面接会等を開催し、雇用促進を図
る。
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施し、雇用促進と就労の安定
を図る。
・障害者の実雇用率（民間企業）：
2.2％以上

・障害者合同就職面接会を開催
・障害者雇用啓発チラシの配布
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施

・障害者合同就職面接会を開催（2
回）10月は実施済、2回目は2月に開
催する予定。
・障害者雇用啓発チラシの配布（5月
に商工会議所会報等で配布）
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施（登録企業数4社）
・障害者の実雇用率（民間企業）：
2.29％

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・関係機関と連携し、障害者合同就
職面接会を行い雇用促進を図るとと
もにもに、障害者多数雇用事業者の
優遇措置を実施し、就労の安定を
図った。

- 有 ・関係機関と連携し障害者合同就職
面接会等を開催し、雇用促進を図
る。
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施し、雇用促進と就労の安定
を図る。
・障害者の実雇用率（民間企業）：
2.3％以上

・障害者合同就職面接会を開催
・障害者雇用啓発チラシの配布
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施

産業政策
課

21 障害のある人の雇用
の機会を創出するた
め、既存の業種にとら
われず多様な業種連
携により、新たな分野
の開拓に努めます。

・ハローワークや就業・
生活支援センターとの
連携を図り雇用の促進
を図る。
・農福連携障害者就労
支援コーディネート事
業の実施

- 有 ・就業・生活支援センター及び上越
ワーキングネットワークと連携し、受
託農作業や農業実習体験の新規受
入農家の開拓によって障害者の就
農や就労意欲の向上につなげるとと
もに農業分野での就労機会の拡大
を図る。

・上越ワーキングネットワークに農作
業受託の拡大に向けた委託業務を
発注し、農作業受託の窓口として、
継続の農作業を受託するとともに新
規の受入農家を開拓する。また、農
業者・福祉事業所双方の意識や知
識を高めるための研修会を実施す
る。

・上越ワーキングネットワークにおけ
る農作業受託とマッチング、新規受
入農家の開拓、農業者・福祉事業所
を対象とした研修会の開催

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・上越ワーキングネットワークにおけ
る農業者や企業等からの作業の受
託により、障害のある人の就労機会
の拡大を図った。

- 有 ・就業・生活支援センター及び上越
ワーキングネットワークと連携し、受
託農作業や農業実習体験の新規受
入農家の開拓によって障害者の就
農や就労意欲の向上につなげるとと
もに農業分野での就労機会の拡大
を図る。

・上越ワーキングネットワークに農作
業受託の拡大に向けた委託業務を
発注し、農作業受託の窓口として、
継続の農作業を受託するとともに新
規の受入農家を開拓する。また、農
業者・福祉事業所双方の意識や知
識を高めるための研修会を実施す
る。

福祉課

22 就職を希望する障害
のある人が一般就労
できるよう就労や雇用
の相談、職場開拓や
職場定着の支援を行
います。

・就業・生活支援セン
ターにおける相談支援
・ジョブサポーターを設
置しての就労支援

- 有 ・就業・生活支援センターにジョブサ
ポーターを配置し、在宅で生活して
いる障害のある人への訪問や実習
等の支援、職場開拓、職場定着に
向けた支援を実施する。
・就労前の支援にあっては、在宅で
生活している障害のある人から就労
意欲を持ってもらうため、継続してき
め細かな連絡や訪問を行い、実習
支援や就労につなげる。

・就業・生活支援センターにジョブサ
ポーターを配置し、①就労前支援
（就労活動に係る意欲の増進等） ②
訓練支援（障害福祉事業所における
訓練実施に係る調整等） ③実習支
援（企業等における実習実施に係る
調整等） ④定着支援（対象者の就
労定着に向けた支援等） ⑤職場開
拓（就労先企業等の開拓）　を実施
する。

・ジョブサポーターによる障害のある
人の就労や職場定着に向けた支援
や就労先・実習先の開拓を行った。
・就労先・実習先開拓実数：8件（令
和2年12月現在）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害のある人の意向を踏まえた就
労や職場定着の支援など、障害の
ある人の就労支援のほか、新規の
就労先や実習先の開拓を行うなど、
一般就労につなげた。

- 有 ・就業・生活支援センターにジョブサ
ポーターを配置し、在宅で生活して
いる障害のある人への訪問や実習
等の支援、職場開拓、職場定着に
向けた支援を実施する。
・就労前の支援にあっては、在宅で
生活している障害のある人から就労
意欲を持ってもらうため、継続してき
め細かな連絡や訪問を行い、実習
支援や就労につなげる。

・就業・生活支援センターにジョブサ
ポーターを配置し、①就労前支援
（就労活動に係る意欲の増進等） ②
訓練支援（障害福祉事業所における
訓練実施に係る調整等） ③実習支
援（企業等における実習実施に係る
調整等） ④定着支援（対象者の就労
定着に向けた支援等） ⑤職場開拓
（就労先企業等の開拓）　を実施す
る。

福祉課

23 仕事と家庭生活の調
和や女性の活躍推進
を実現できる職場環境
の改善を進める施策を
推進します。

・ワーク・ライフ・バラン
ス推進企業利子補給
補助金の実施
・周知チラシの配布、
企業訪問等での意識
啓発

- 有 ・ワーク・ライフ・バランス推進セミ
ナーを開催するほか広報誌や市の
ホームページ及び事業所訪問等で
情報提供を行うことにより、事業者
等に対する意識啓発に取り組み、職
場環境の改善につなげる。

・ワーク・ライフ・バランスを推進する
企業への利子補給補助
・ＨＰへの掲載やチラシの配布、企
業訪問等での意識啓発
・ワーク・ライフ・バランスの推進に向
けたセミナーの開催

・ワーク・ライフ・バランスを推進する
企業への利子補給補助（1件）
・ＨＰへの掲載やチラシの配布、企業
訪問等での意識啓発（上越商工会
議所、13区商工会会報）
・ワーク・ライフ・バランスの推進に向
けたセミナーの開催を12月及び2月
に開催した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・HPやチラシの関係機関等への配
布で意識啓発を図ることで、職場環
境の改善につなげた。

- 有 ・ワーク・ライフ・バランス推進セミ
ナーを開催するほか広報誌や市の
ホームページ及びパンフレット作成・
配布、事業所訪問等で情報提供を
行うことにより、事業者等に対する
意識啓発に取り組み、職場環境の
改善につなげる。

・ワーク・ライフ・バランスを推進する
企業への利子補給補助
・ＨＰへの掲載やチラシやパンフレッ
トの配布、企業訪問等での意識啓発
・ワーク・ライフ・バランスの推進に向
けたセミナーの開催

産業政策
課

②職業能
力や人材
の育成

24 ひとり親家庭の就労支
援を行います。

・母子・父子自立支援
員による就労支援や
資格取得のための費
用などを助成

- 有 ・安定した就労につながる支援を実
施し、ひとり親家庭の生活の安定と
経済的自立を図る。

・母子・父子自立支援員による就労
支援の実施
・資格取得のための費用などを助成
（自立支援教育訓練給付金、高等職
業訓練促進給付費、高等学校卒業
程度認定試験合格支援給付金）
・対象者への制度案内…手当や医
療費の申請に係る相談時や現況届
の通知時にチラシを配布

・母子・父子自立支援員による就労
支援を実施した
就労相談、履歴書の書き方、ハロー
ワークへの付き添い等を実施した
・資格取得のための費用などを助成
（自立支援教育訓練給付金、高等職
業訓練促進給付費、高等学校卒業
程度認定試験合格支援給付金）
【実績見込】
自立支援教育訓練給付金
　5件　423千円
高等職業訓練促進給付金
　4件　4,214千円
・対象者への制度案内…手当や医
療費の申請に係る相談時や現況届
の通知時にチラシを配布

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・ひとり親家庭への情報提供や相談
を通じて、職業能力の向上や求職活
動を支援することにより、生活の安
定と経済的自立につなげた。

- 有 ・安定した就労につながる支援を実
施し、ひとり親家庭の生活の安定と
経済的自立を図る。

・母子・父子自立支援員による就労
支援の実施
・資格取得のための費用などを助成
（自立支援教育訓練給付金、高等職
業訓練促進給付費、高等学校卒業
程度認定試験合格支援給付金）
・対象者への制度案内…手当や医
療費の申請に係る相談時や現況届
の通知時にチラシを配布

こども課

25 障害者の就労機会の
拡充を図るための施
策を推進します。

・障害者資格取得支援
補助金の交付

- 有 ・障害者の就労機会の拡充を図る。
・障害者の実雇用率（民間企業）：
2.2％以上

・障害者合同就職面接会の開催（2
回）
・障害者資格取得支援補助

・障害者合同就職面接会の開催（2
回）10月は実施済、2回目は2月に開
催する予定。
・障害者資格取得支援補助（10件）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・関係機関と連携し、障害者合同就
職面接会を行うとともに、資格取得
支援補助金を実施し、就労の機会の
拡充を図った。

- 有 ・障害者の就労機会の拡充を図る。
・障害者の実雇用率（民間企業）：
2.3％以上

・障害者合同就職面接会の開催（2
回）
・障害者資格取得支援補助

産業政策
課

26 あらゆる場面で女性の
能力が発揮できるよう
支援を行います。

・スキルアップを目的と
して認定職業訓練機
関が開催する各種講
習会の情報提供
・女性向け人材育成講
座の開催
・女性の再就職の支援
・関係団体が開催する
各種研修会等の情報
の男女共同参画推進
センターへの掲示、登
録女性団体等への提
供

- 有 ・男女共同参画推進センター講座、
出前講座の開催や、関係団体が開
催する各種研修会等の情報の掲
示・提供を通じて、市民へ意識の浸
透を図る。
・女性労働者の福祉の増進と地位
の向上に資する事業の実施及び相
談窓口の開設。

・センター講座及び出前講座におい
て、女性の能力発揮支援に関係す
る講座を各1回以上開催する。
・関係団体が開催する各種研修会
等の情報の男女共同参画推進セン
ターへの掲示、登録女性団体等へ
の提供。
・雇用政策専門員による相談窓口の
開設（月1回）

・男女共同参画推進センター講座及
び出前講座の開催や関係団体の情
報提供等を通じて、市民へ意識の浸
透を図った。
　実施講座：
　11/10「女性活躍推進・ワークライフ
バランス」
　12/28「女性活躍推進・ワークライフ
バランス」
　2/25「女性活躍応援セミナー」
・月1回雇用政策専門員の相談窓口
を設置し、労働相談を行った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・男女共同参画推進センター講座及
び出前講座において、女性の能力
発揮支援に関係した講座を実施し、
市民へ意識の浸透を図ったことによ
り、女性が活躍できる社会づくりの
取組を進めることができた。
・雇用政策専門員による労働相談を
行った。

- 有 ・男女共同参画推進センター講座、
出前講座の開催や、関係団体が開
催する各種研修会等の情報の掲
示・提供を通じて、市民へ意識の浸
透を図る。
・女性労働者の福祉の増進と地位
の向上に資する事業の実施及び相
談窓口の開設をすることにより、女
性の再就職支援や労働に関する悩
み事を相談できる環境を整える。

・センター講座及び出前講座におい
て、女性の能力発揮支援に関係す
る講座を各1回以上開催する。
・関係団体が開催する各種研修会等
の情報の男女共同参画推進セン
ターへの掲示、登録女性団体等へ
の提供。
・雇用政策専門員による相談窓口の
開設（月1回）

共生まちづ
くり課
（男女共同
参画推進
センター）

産業政策
課
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が
働
け
る
ま
ち
づ
く
り

誰
も
が
個
々
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能
力
を
生
か
し
な
が
ら

、
生
き
が
い
を
も
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働
け
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ま
ち
を
目
指
し
ま
す
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計　　画 実績見込み

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

(1)誰もが健康な
生活を送るため
の健診の推進や
保健指導の充実
を図ります。

①健診・
保健指導
等の推進

27 安心して妊娠・出産を
迎える支援をするとと
もに、乳幼児の健やか
な成長発達を目指し、
妊婦や乳幼児の健康
診査や訪問指導など
を行います。

・妊婦一般健康診査費
公費負担
・乳幼児健康診査
・妊婦、産婦、新生児
への訪問指導
・低出生体重児等への
訪問指導

- 有 ・すべての妊婦が適切な時期に妊婦
一般健康診査を受診するよう促す。
・各乳幼児健康診査の平均受診率
90.0％以上を維持する。
・産婦及び新生児訪問を全数実施
する。

・妊婦一般健康診査費公費負担（14
回）を継続する。
・乳幼児健康診査の実施と未受診
者への受診勧奨を行う。
・妊産婦・新生児訪問、こんにちは
赤ちゃん訪問および低体重児等へ
の訪問指導を実施する。

・妊婦一般健康診査公費負担(14回）
を継続した。
・乳幼児健康診査の実施と未受診者
への受診勧奨を行った。
平均受診率(見込）：91.3％
・妊産婦・新生児訪問、こんにちは赤
ちゃん訪問及び低出生体重児等へ
の訪問指導を実施した。（緊急事態
宣言中は訪問時期の変更や電話に
よる指導等による対応も行った）
・訪問実施率(見込）：99.4％

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・妊婦一般健康診査費公費負担を
継続し、適切な時期に受診するよう
妊婦への周知を行い、受診につなげ
た。
・乳幼児健診は、未受診者に対して
電話や家庭訪問等による受診勧奨
を行うことで目標を達成する見込み
である。
・産婦・新生児訪問については、長
期入院や長期里帰り等により訪問で
きない家庭以外は、助産師等による
訪問を実施したことで、目標をほぼ
達成できる見込みである。また、新
型コロナウイルス感染症の不安によ
る訪問拒否の家庭については、電話
による対応で不安解消につなげた。

- 有 ・すべての妊婦が適切な時期に妊婦
一般健康診査を受診するよう促す。
・各乳幼児健康診査の平均受診率
90.0％以上を維持する。
・産婦及び新生児訪問を全数実施
する。

・妊婦一般健康診査費公費負担（14
回）を継続する。
・乳幼児健康診査の実施と未受診者
への受診勧奨を行う。
・妊産婦・新生児訪問、こんにちは赤
ちゃん訪問および低体重児等への
訪問指導を実施する。

健康づくり
推進課

28 乳幼児や小学生など
の感染症予防のため、
予防接種を行います。

・各種予防接種の実施 - 有 乳幼児、小学生等を対象に予防接
種を実施し、平均予防接種率90％
以上を確保する。

・乳幼児・小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届出時や乳幼児健診時での説
明、電子母子手帳アプリのお知らせ
機能、保育園・幼稚園でのポスター
掲示により、引き続き接種勧奨に努
める。

・乳幼児・小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届出時や乳幼児健診時での説
明、電子母子手帳アプリのお知らせ
機能、保育園・幼稚園でのポスター
掲示により、引き続き接種勧奨に努
める。
・接種率（見込）：90％

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・乳幼児・小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届出時や乳幼児健診時での説
明、電子母子手帳アプリのお知らせ
機能による勧奨を行い、平均予防接
種率90％以上が確保できる見込み
である。

- 有 ・乳幼児、小学生等を対象に予防接
種を実施し、平均予防接種率90％
以上を確保する。

・乳幼児・小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届出時や乳幼児健診時での説
明、電子母子手帳アプリのお知らせ
機能により、引き続き接種勧奨に努
める。

健康づくり
推進課

29 幼児期における歯質
の向上を図るため、歯
科健診や歯の衛生に
関する相談、周知、啓
発に取り組みます。

・歯科医師の診察、相
談
・ブラッシング指導
・歯の衛生に関する周
知、啓発
・フッ化物歯面塗布
（フッ素塗布）

- 有 ・生活リズムを基盤とした体づくり
と、咀嚼や嚥下等の口腔機能を獲
得するための食生活の実践を推進
する。
・保護者による適切なブラッシングの
実践
・3歳児のむし歯有病率を10%以下で
維持する。
・5歳児のむし歯有病率を30%以下で
維持する。

・歯科医師の診察、相談を実施。
・ブラッシング指導を実施。
・歯の衛生に関する周知、啓発を行
う。
・フッ化物歯面塗布（フッ素塗布）を
実施。

・歯科医師の診察、相談を実施し
た。
・ブラッシング指導を実施した。
・歯の衛生に関する周知、啓発を実
施した。
・フッ化物歯面塗布（フッ素塗布）を
実施した。
・3歳児のむし歯有病率:7.8%
・5歳児のむし歯有病率:28.8%

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・個別のブラッシング指導を実施する
ことで、保護者の適切なブラッシング
の理解につなげた。
・また、1歳児健診から3歳児健診ま
で半年ごとの歯科健診及び相談、歯
科健康教育、フッ化物歯面塗布（希
望者）を実施することで、3歳児、5歳
児のむし歯有病率の目標を達成す
る見込みである。

- 有 ・生活リズムを基盤とした体づくり
と、咀嚼や嚥下等の口腔機能を獲
得するための食生活の実践を推進
する。
・保護者による適切なブラッシングの
実践
・3歳児のむし歯有病率を10%以下で
維持する。
・5歳児のむし歯有病率を30%以下で
維持する。

・歯科医師の診察、相談を実施。
・ブラッシング指導を実施。
・歯の衛生に関する周知、啓発を行
う。
・フッ化物歯面塗布（フッ素塗布）を
実施。

健康づくり
推進課

学校教育
課

30 乳幼児の基礎的な食
習慣や生活リズムの
確立のための学習機
会を設けます。

・生活習慣の確認
・子どもの発育、発達
についての講話、相談
・バランス食の学習

- 有 ・乳幼児期の生活習慣の確立のた
め、健康学習を実施する。（年200回
以上)

・離乳食相談会、保育園において健
康学習を実施する。

・離乳食相談会、保育園における健
康学習を密にならない環境設定がで
きる会場に限り実施した。
実施回数(見込）：年間93回

C：計画どおり実施でき
なかった

C：目標を達成できな
かった

・年度初めから実施する予定であっ
た離乳食相談会や保育園における
生活習慣の確立のための健康学習
を、新型コロナウイルス感染症の感
染防止のため、密にならない環境設
定ができる会場に限り、6月から開始
したため、年93回の開催見込みとな
り、目標を達成できない見込みであ
る。実施できなかった講座の対象者
には、乳幼児健診等での個別指導
や給食だより等を通して周知を行っ
た。

- 有 ・乳幼児期の生活習慣の確立のた
め、健康学習を実施する。（年100回
以上）

・乳幼児健診、離乳食相談会、保育
園における健康学習を実施する。

健康づくり
推進課

31 障害のある人と付き添
いの家族を対象とし
た、安全・安心に受診
できる環境を整えた健
康診査を実施します。

・予約制の健康診査を
実施
・送迎、介助、車いす
による対応

- 有 ・障害のある人の生活習慣病の予
防に努め健康増進を図るため、健康
診査を年2回実施する。
受診者数見込120人。

・送迎、介助、車いすによる対応を
行う。
・健診カレンダー、ホームページで障
害のある人の健診について広く周知
を図る。
・ホームページでは読み上げ機能に
より、視覚障害の方に対応する。

・健康診査受診にあたり、送迎、介
助、車いすによる対応を行った。
・健診カレンダー、ホームページで障
害のある人の健診について広く周知
を図った。
・ホームページでは読み上げ機能に
より、視覚障害の方に対応した。
・健康診査を年2回実施し、受診者84
人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・障害のある人の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康カ
レンダーや個別通知等により健診の
周知、送迎、介助、車いすによる対
応による健康診査を2回実施し、健
診希望者84人の障害のある人の健
診受診につなげた。

- 有 ・障害のある人の生活習慣病の予
防に努め健康増進を図るため、健康
診査を年2回実施する。
受診者数見込120人。

・送迎、介助、車いすによる対応を行
う。
・健診カレンダー、ホームページで障
害のある人の健診について広く周知
を図る。
・ホームページでは読み上げ機能に
より、視覚障害の方に対応する。

健康づくり
推進課

32 後期高齢者の健康増
進や重症化予防等の
ために健康診査や各
種がん検診を実施しま
す。

・市が実施する健康診
査、胃がん検診、大腸
がん検診、肺がん検診
等の各種健診は、70
歳以上は無料。

- 有 ・後期高齢者の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を実施する。
　受診者数見込7,070人
・がんの早期発見、早期治療に結び
つけるため各種がん検診を実施す
る。
　受診者数見込
　 胃がん7,850人、肺がん18,310人、
大腸がん15,200人

・過去5年間に健（検）診を受けた人
への個別通知、町内会や老人会の
健康講座などを通じて健康診査や
各種がん検診の受診を促していく。

・過去5年間に健（検）診を受けた人
への個別通知、健康講座などを通じ
た健康診査や各種がん検診の受診
を促した。
・健康診査、各種がん検診の実施
・健康診査の受診見込4,971人
・各種がん検診受診見込
　胃がん7,477人、肺がん14,628人、
大腸がん12,988人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・後期高齢者の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、過去5
年間に健（検）診を受診した人に対し
個別通知を実施し健康診査や各種
がん検診の受診を促し、健診受診に
つなげた。

- 有 ・後期高齢者の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を実施する。
　受診者数見込6,800人
・がんの早期発見、早期治療に結び
つけるため各種がん検診を実施す
る。
　受診者数見込
　 胃がん7,600人、肺がん18,100人、
大腸がん14,600人

・過去3年間に健（検）診を受けた人
へ受診勧奨の個別通知、町内会や
老人会の健康講座などを通じて健康
診査や各種がん検診の受診を促し
ていく。

健康づくり
推進課

(2)誰もが安心し
て適切な医療が
受けられるよう医
療体制の充実を
図ります。

①地域医
療体制の
充実

33 平日夜間や休日など
における急患患者に
対して、応急的な診療
を行います。

・年間を通じた休日・夜
間診療所の開設

- 有 ・年間を通じて休日・夜間診療所を
平日夜間及び休日等に開設し、救
急医療体制の構築に向けて軽症患
者に対する初期救急医療を提供す
る。
（診療所開設日数：365日）

・年間を通じて休日・夜間診療所を
開設し、時間外診療を提供

・年間を通じて休日・夜間診療所を
開設し、時間外診療を提供。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・年間を通じて休日・夜間診療所を
平日夜間及び休日等に開設し、救
急医療体制の構築に向けて軽症患
者に対する初期救急医療を提供して
いる。
（診療所開設日数：365日）

- 有 ・年間を通じて休日・夜間診療所を
平日夜間及び休日等に開設し、救
急医療体制の構築に向けて軽症患
者に対する初期救急医療を提供す
る。
（診療所開設日数：365日）

・年間を通じて休日・夜間診療所を
開設し、時間外診療を提供

地域医療
推進室

34 中山間地やへき地に
おける地域住民の健
康を保持し、安心して
生活することができる
よう、診療所を開設・運
営します。

・各診療所の開設
常設診療所 7施設
出張診療所 1施設

- 有 ・各地域における医療不安の解消及
び地域住民が安心して健康で暮ら
せるよう支援する。
（診療所開設数：8施設）

・医師を確保し、診療所を開設する
ことにより、各地域における医療不
安の解消及び地域住民が安心して
健康で暮らせるよう支援

・医師を確保し、診療所を開設するこ
とにより、各地域における医療不安
の解消及び地域住民が安心して健
康で暮らせるよう支援。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・診療所8施設を開設し、各地域にお
ける医療不安の解消及び地域住民
が安心して健康で暮らせるよう支援
している。

- 有 ・各地域における医療不安の解消及
び地域住民が安心して健康で暮ら
せるよう支援する。
（診療所開設数：8施設）

・医師を確保し、診療所を開設するこ
とにより、各地域における医療不安
の解消及び地域住民が安心して健
康で暮らせるよう支援

地域医療
推進室

35 市街地の医療機関へ
の通院支援を行うこと
により、医療不安の軽
減を図ります。

・中ノ俣地区における
通院支援車の定期運
行
・吉川区川谷地区にお
ける地域バスの定期
運行

- 有 ・無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、通院支
援のための車両を継続して運行す
る。
（運行日数：中ノ俣・週2回、吉川区
川谷・毎週月～金）

・無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、通院支
援のための車両を運行

・無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、通院支援
のための車両を運行。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、通院支援
のための車両を継続して運行してい
る。
（運行日数：中ノ俣・週2回、吉川区
川谷・毎週月～金）

- 有 ・無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、通院支
援のための車両を継続して運行して
いる。
（運行日数：中ノ俣・週2回、吉川区
川谷・毎週月～金）

・無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、通院支援
のための車両を運行

地域医療
推進室

4
　
誰
も
が
健
康
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

誰
も
が
生
涯
を
通
じ
て

、
健
や
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
を
目
指
し
ま
す

。
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計　　画 実績見込み

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

(3)誰もが健やか
に安心して暮らせ
るよう各種支援を
推進します。

①高齢者
福祉の推
進

36 要援護高齢者などへ
積極的に訪問し、生活
情報を収集するととも
に、地域包括支援セン
ターの運営内容につい
て情報を発信します。

・訪問による実態把握
と情報発信
・地域包括支援セン
ター職員の研修会開
催

- 有 ・訪問による高齢者の生活実態把握
を行い、高齢者支援等についての情
報提供を行うとともに、地域の高齢
者の実態と地域に存在する隠れた
問題やニーズを把握する。
・地域包括支援センター職員の研修
会を開催し、職員の資質向上とセン
ターの機能強化を図る。

・訪問による実態把握と情報発信、
情報収集
・地域包括支援センター職員の研修
会開催

・訪問による実態把握と情報発信、
情報収集を行った。
・地域包括支援センター職員を対象
に成年後見制度や虐待、認知症に
関する研修会を開催した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・訪問による実態把握を通して、地
域におけるニーズの把握などを行っ
た。
・研修会などへの参加により、訪問
を行うセンター職員の資質が向上し
た。

- 有 ・訪問による高齢者の生活実態把握
を行い、高齢者支援等についての情
報提供を行うとともに、地域の高齢
者の実態と地域に存在する隠れた
問題やニーズを把握する。
・地域包括支援センター職員の研修
会を開催し、職員の資質向上とセン
ターの機能強化を図る。

・訪問による実態把握と情報発信、
情報収集
・地域包括支援センター職員の研修
会開催

すこやかな
くらし包括
支援セン
ター

37 介護保険事業計画に
基づく介護保険サービ
スの拡充を図り、必要
な保険給付を行いま
す。

・介護保険サービスの
拡充
・必要な介護保険給付

- 有 ・第７期介護保険事業計画に基づ
き、必要な介護保険サービスの給付
を行う。

・必要な介護保険サービスの給付
・介護保険サービスの利用実績を分
析し、第７期介護保険事業計画の検
証を踏まえ、第8期介護保険事業計
画の検討を行う。

・第７期介護保険事業計画に基づ
き、必要な介護保険サービスを実施
している。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・第7期介護保険事業計画に基づき
必た要な介護保険サービスの給付
を実施した。
・介護保険サービスの利用実績を分
析し、第７期介護保険事業計画の検
証を踏まえ、第8期介護保険事業計
画の検討を行った。

- 有 ・第8期介護保険事業計画に基づ
き、必要な介護保険サービスの給付
を行う。

・必要な介護保険サービスの給付
・介護保険サービスの利用実績を分
析し、第8期介護保険事業計画の検
証を行う。

高齢者支
援課

38 すこやかサロンを始め
とした地域支え合い事
業を実施し、高齢者の
閉じこもりを予防すると
ともに介護予防を推進
します。

・生活習慣病予防や運
動・口腔ケア等による
介護予防
・社会交流による閉じ
こもりの予防
・身体機能評価の実施

- 有 ・28の地域自治区において、地域支
え合い事業を実施し、生活習慣病予
防や運動・口腔ケア等による介護予
防の取組を実施する。
・住民組織化が図られていない地域
自治区において、住民組織化に向
けた関係者との協議を継続して実施
する。

・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等による介護予防に向けた介護予
防教室の実施1,316回
・社会交流による閉じこもりの予防
に向けたサロン等の実施　2,533回
・身体機能評価の実施　年1回
・住民組織化が図られていない地域
自治区での住民組織化に向けた協
議の実施

・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等による介護予防に向けた介護予
防教室の実施（1,202回）
・社会交流による閉じこもりの予防に
向けたサロン等の実施（1,907回）
・身体機能評価の実施（年1回）
・住民組織化が図られていない地域
自治区での住民組織化に向けた協
議を実施した。（4地域自治区）

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等1の介護予防事業を予定の80％
実施した。
・サロン等の閉じこもり予防事業を予
定の80％実施した。
・新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、4月～5月は参加型を中
止し、在宅支援型で実施した事が、
実施回数減の要因となっている。
・身体機能の評価の実施を年1回実
施し、予定の100％実施した。
・住民組織化が図られていない4つ
の地域自治区で住民組織化に向け
た協議を実施したが、住民組織化を
図ることができなかった。

- 有 ・28の地域自治区において、地域支
え合い事業を実施し、生活習慣病予
防や運動・口腔ケア等による介護予
防の取組を実施する。
・住民組織化が図られていない地域
自治区において、住民組織化に向
けた関係者との協議を継続して実施
する。

・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等による介護予防に向けた介護予
防教室の実施1,344回
・社会交流による閉じこもりの予防に
向けたサロン等の実施　2,056回
・身体機能評価の実施　年1回
・住民組織化が図られていない地域
自治区での住民組織化に向けた協
議の実施（4地域自治区）

高齢者支
援課

39 一人暮らし高齢者など
の安定した食の確保と
定期的な安否確認の
ために配食サービスを
実施し、高齢者が自立
した生活を送ることが
できるように支援しま
す。

・高齢者に配食サービ
スの提供

- 有 ・ケアマネジャー等のアセスメントに
基づき、必要な人に適切にサービス
を提供する。

・引き続き、事業の周知を図り、必要
な人に適切にサービスを提供する。

・事業の周知を図り、必要な人に適
切にサービスを提供した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・事業の周知を図り、必要な人に適
切にサービスを提供した。

- 有 ・ケアマネジャー等のアセスメントに
基づき、必要な人に適切にサービス
を提供する。

・引き続き、事業の周知を図り、必要
な人に適切にサービスを提供する。

高齢者支
援課

40 高齢者にシニアパス
ポートを交付し、外出
のきっかけにしてもらう
ほか、家族や仲間との
交流を深めながら健康
を維持し、生きがいの
ある充実した生活がで
きるよう支援します。

・34施設で高齢者の施
設使用料（利用料金）
の減免を実施する。

- 有 ・高齢者に外出するきっかけを提供
し、家族や仲間との交流を深めるこ
とで健康維持及び生きがいのある
充実した生活を送る手助けとする。

・シニアパスポート対象施設利用時
に、半額相当を減免することで、高
齢者に外出するきっかけを提供す
る。（施設には市から減免補てん金
を交付）
・シニアパスポートの制度や適切な
利用について周知を行う。

・シニアパスポート対象施設利用時
に、半額相当を減免することで、高
齢者に外出するきっかけを提供し
た。（施設には市から減免補てん金
を交付…113,931件分26,006千円を
見込む）
・シニアパスポートの制度や適切な
利用について周知した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・高齢者に温浴施設等の利用を通じ
て外出を促すことにより、閉じこもり
を予防するとともに、家族や仲間と
の交流を深め、健康を維持し、生き
がいのある充実した生活を送る手助
けとなった。

- 有 ・高齢者に外出するきっかけを提供
し、家族や仲間との交流を深めるこ
とで健康維持及び生きがいのある
充実した生活を送る手助けとする。

・シニアパスポート対象施設利用時
に、半額相当を減免することで、高
齢者に外出するきっかけを提供す
る。（施設には市から減免補てん金
を交付）
・シニアパスポートの制度や適切な
利用について周知を行う。

高齢者支
援課

41 スポーツ大会や作品
展など、各種事業を開
催し、高齢者の生きが
いづくり・健康づくりと
出番の創出を図りま
す。

・スポーツ大会や作品
展等の開催

- 有 ・スポーツや趣味活動などを通し、
高齢者同士の交流や市民との交流
を深め、高齢者の健康増進と生きが
いづくりに寄与する。
　：シニアスポーツ大会
　　　13地区で実施　3,300人
　：シニア作品展
　　　出展　400点、来場者　1,800人
　：シニアゲートボール大会等
　　　6地区で開催　578人

・老人クラブ連合会を通じ、単位老
人クラブに参加を促す。
・大会等の開催について、報道機関
に情報提供を行い、事業のPRを行
う。

・シニアスポーツ大会は、新型コロナ
ウイルス感染症対策のため、合併前
上越市の他10区で中止　：2地区で
実施　134人
・シニア作品展では老人クラブ連合
会を通じ、単位老人クラブに出展や
鑑賞を促したほか、報道機関に情報
提供を行い、事業のPRを行った　：
出展　315点、来場者851人
・新型コロナウイルス感染症対策の
ため、すべての区でゲートボール大
会等を中止した
・老人クラブ連合会との意見交換を1
回開催した。

C：計画どおり実施でき
なかった

C：目標を達成できな
かった

・新型コロナウイルスの影響により、
シニアスポーツ大会は11地区で、シ
ニアゲートボール大会等は全てで、
中止を余儀なくされたが、感染防止
対策を徹底した上で開催したシニア
作品展を通じて、高齢者同士の交流
や世代間の交流を促進し、高齢者の
生きがいと健康づくりにつなげること
ができた。

- 有 ・スポーツや趣味活動などを通し、
高齢者同士の交流や市民との交流
を深め、高齢者の健康増進と生きが
いづくりに寄与する。
　：シニアスポーツ大会
　　　13地区で実施　3,281人
　：シニア作品展
　　　出展　396点、来場者　1,738人
　：シニアゲートボール大会等
　　　6地区で開催　549人

・老人クラブ連合会を通じ、単位老人
クラブに参加を促す。
・大会等の開催について、報道機関
に情報提供を行い、事業のPRを行
う。

高齢者支
援課

42 活力ある地域づくりの
推進役を担う高齢者の
活動と活躍の場づくり
のため、シルバー人材
センターへの支援を実
施します。

・シルバー人材セン
ターへの補助金の交
付

- 有 ・高齢者に対し、就業を通じて生き
がいの場を提供するシルバー人材
センターを支援することにより、高齢
者の就業機会の創出と地域社会の
活性化を推進する。

・活力ある地域づくりの推進役を担う
高齢者の活動と活躍の場づくりのた
め、シルバー人材センターへの支援
を実施する。
　上越市シルバー人材センター補助
金
　金額　17,801千円

・活力ある地域づくりの推進役を担う
高齢者の活動と活躍の場づくりのた
め、シルバー人材センターへの支援
を実施した。
上越市シルバー人材センター補助
金
　金額　17,801千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・高齢者に対し、就業を通じて生きが
いの場を提供するシルバー人材セン
ターへ補助を行うことにより、高齢者
の就業機会の創出と地域社会の活
性化を推進できた。

- 有 ・高齢者に対し、就業を通じて生き
がいの場を提供するシルバー人材
センターを支援することにより、高齢
者の就業機会の創出と地域社会の
活性化を推進する。

・活力ある地域づくりの推進役を担う
高齢者の活動と活躍の場づくりのた
め、シルバー人材センターへの支援
を実施する。
　上越市シルバー人材センター補助
金
　金額　17,801千円

高齢者支
援課

43 会員同士の交流を深
め、高齢者の生きがい
と健康づくりの推進を
図るため、老人クラブ
及び老人クラブ連合会
に補助金を交付し、活
動を支援します。

・老人クラブへの補助
金の交付

- 有 ・会員同士の交流を深め、高齢者の
生きがいと健康づくりの増進を図る
ため、老人クラブ及び老人クラブ連
合会の活動を支援する。また、各連
合会を統括する上越市老人クラブ連
合会連絡協議会の活動を支援し、
連合会同士の連携を推進する。

・老人クラブへの補助金を交付し、
活動を支援する。
　：単位老人クラブへの補助金
　　 老人クラブ連合会加入クラブ
　　　　予算額　16,017千円
　　 老人クラブ連合会未加入団体
　　　　予算額　854千円
　：老人クラブ連合会への補助金
　　　　予算額　6,480千円（活動費）
　　　　予算額　200千円（事務費）

・老人クラブへの補助金を交付し、活
動を支援した。
　：単位老人クラブへの補助金
　　 老人クラブ連合会加入クラブ
　　　　交付額　15,295千円
　　 老人クラブ連合会未加入団体
　　　　交付額　796千円
　：老人クラブ連合会への補助金
　　　　交付額　6,306千円（活動費）
　　　　交付額　200千円（事務費）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・老人クラブ連合会に加入しているク
ラブ、老人クラブ連合会に加入して
いない団体、及び老人クラブ連合会
の事業費等の一部を助成し、高齢者
の健康保持増進活動、交流友愛活
動及び地域福祉活動を活性化する
とともに、高齢者の生きがいと健康
づくりにつなげることができた。

- 有 ・会員同士の交流を深め、高齢者の
生きがいと健康づくりの増進を図る
ため、老人クラブ及び老人クラブ連
合会の活動を支援する。また、各連
合会を統括する上越市老人クラブ連
合会連絡協議会の活動を支援し、
連合会同士の連携を推進する。

・老人クラブへの補助金を交付し、活
動を支援する。
　：単位老人クラブへの補助金
　　 老人クラブ連合会加入クラブ
　　　　交付額　15,009千円
　　 老人クラブ連合会未加入団体
　　　　交付額　802千円
　：老人クラブ連合会への補助金
　　　　交付額　6,245千円（活動費）
　　　　交付額　200千円（事務費）

高齢者支
援課
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具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施
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44 高齢者の生きがいの
充実を図るため、創作
活動の発表の場や世
代を超えた交流の場を
提供します。

・シニアセンターにおけ
る常設ギャラリーの展
示、談話室の提供

- 有 ・シニアセンター（本町ふれあい館及
び直江津ふれあい館）を設置するこ
とにより、高齢者の創作活動の発表
の場及び世代を超えた交流の場を
提供し、高齢者の生きがいの充実を
図る。
入館者数
　：本町ふれあい館　　　11,800人
　：直江津ふれあい館　 　2,900人

・毎月の広報上越で作品展示及び
作品展示の募集について周知を行
う。
・公民館等で活動している団体など
新規利用団体による展示が増える
よう、周知を図る。

・毎月の広報上越で作品展示及び
作品展示の募集について周知した。
・公民館等で活動している団体など
新規利用団体による展示が増えるよ
う、周知を図った。
入館者数
　：本町ふれあい館　　　 9,498人
　：直江津ふれあい館　  2,343人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・シニアセンターにおける作品展示
や談話室の提供を通じ、高齢者の創
作活動や世代を超えた交流が促進
され、生きがいづくりや社会参加を
促すことができた。
・引き続き広報上越に作品展示の募
集記事を掲載するなど、入館者数の
増加に向けた取組を行う。

- 有 ・シニアセンター（本町ふれあい館及
び直江津ふれあい館）を設置するこ
とにより、高齢者の創作活動の発表
の場及び世代を超えた交流の場を
提供し、高齢者の生きがいの充実を
図る。
入館者数
　：本町ふれあい館  　　8,146人
　：直江津ふれあい館　 2,300人

・毎月の広報上越で作品展示及び
作品展示の募集について周知を行
う。
・公民館等で活動している団体など
新規利用団体による展示が増えるよ
う、周知を図る。

高齢者支
援課

45 高齢者に関連した行
政情報をラジオにより
的確にわかりやすく発
信します。

・FM放送による、交通
事故やクマ出没、特殊
詐欺への注意喚起な
どのタイムリーな情報
提供

- 有 ・コミュニティＦＭ放送を通じて、市か
らのお知らせや交通事故防止に係
る注意喚起等を市民へタイムリーに
分かりやすく伝える。

・時期を逸することなく、タイムリーな
情報を伝えるため、助成に係る申込
期限や市内の交通事故の発生状況
等を確実に把握する。
・放送原稿を作成する場合は推敲を
重ね、平易な文言になっているかを
確認し、分かりやすい情報発信を行
う。

・助成に係る申込期限や市内の交通
事故の発生状況等を確実に把握し
た上で、年間約235時間のコミュニ
ティFM放送（行政情報番組「広報Jス
テーション」、スポットCM、自治区だ
より、出張Jステーション）を行った。
・放送原稿を作成する場合は、平易
な文言となるよう、推敲を重ねた。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・行政情報番組「広報Ｊステーション」
等において、時期を逸することなく、
市からのお知らせ、市民の安全・安
心につながる情報、各区の市民によ
る自身の活動紹介や交通事故防止
に係る注意喚起等を発信することに
より、市民へのタイムリーな情報提
供を行うことができた。
・放送原稿の推敲を重ねることによ
り、平易な文言での情報発信を行う
ことができた。

- 有 ・コミュニティＦＭ放送を通じて、市か
らのお知らせや交通事故防止に係
る注意喚起等を市民へタイムリーに
分かりやすく伝える。

・地域に密着したコミュニティFM放送
と緊急情報の発信を安定的に継続し
て行うため、令和3年4月1日付で上
越ケーブルビジョン株式会社へ事業
譲渡を行う。
・同社への業務委託により、市政情
報の発信を行う。
・コミュニティFM放送を通じて、緊急
情報の発信を行う。

広報対話
課

②障害者
福祉の推
進

46 障害のある人の生活
を地域全体で支えるた
め、上越市自立支援
協議会を開催し、関係
者の連携強化を図り、
住み慣れた地域で暮
らすことができるまち
づくりを進めます。

・地域の障害者福祉に
関する全体協議会、専
門部会等の各種会議
の開催

- 有 ・上越市自立支援協議会の開催を
通じて、地域の障害者福祉に関する
課題解決に向けた議論を進め、市
の施策に反映する。
【上越市自立支援協議会の開催】
　全体会議（年5回）

・上越市自立支援協議会の開催を
通じて、次期上越市障害福祉計画
の改定を行う。

・上越市自立支援協議会の開催を
通じて、次期上越市障害福祉計画
の改定を進めた。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・上越市自立支援協議会において、
地域の障害者福祉に関する課題の
共有と、議論を進め、次期上越市障
害者福祉計画に反映した。

- 有 ・上越市自立支援協議会の開催を
通じて、地域の障害者福祉に関する
課題解決に向けた議論を進め、市
の施策に反映する。
【上越市自立支援協議会の開催】
　・全体会議（年3回）
　・専門部会

・専門部会ごとに地域における課題
をテーマとした検討を進めた上で、
全体会議等で更に議論を深め施策
に反映する。

福祉課

47 障害福祉サービスの
拡充を図り、障害のあ
る人が自立した地域生
活が送ることができる
よう支援します。

・障害福祉サービスの
給付を行い、障害のあ
る人の生活支援を行
う。

- 有 ・障害福祉サービスの給付により、
障害のある人の自立生活を支え、
経済的負担の軽減を図る。
・障害福祉の相談支援専門員及び
福祉事業所と連携し、福祉サービス
を必要とする人への適切な支援を実
施する。

・福祉課窓口での相談や、関係機関
（相談支援事業所、障害福祉サービ
ス事業所、医療機関等）と連携し、
障害のある人に対し、必要な福祉
サービスの利用につなげていく。

・支援が必要である障害のある方に
対し、相談支援専門員と連携し、障
害福祉サービスの利用につなげ、障
害のある人の支援を行った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害福祉サービスの給付により、
障害のある人の自立生活を支え、経
済的負担の軽減を図ることができ
た。

- 有 ・障害福祉サービスの給付により、
障害のある人の自立生活を支え、
経済的負担の軽減を図る。
・障害福祉の相談支援専門員及び
福祉事業所と連携し、福祉サービス
を必要とする人への適切な支援を実
施する。

・福祉課窓口での相談や、関係機関
（相談支援事業所、障害福祉サービ
ス事業所、医療機関等）と連携し、障
害のある人に対し、必要な福祉サー
ビスの利用につなげていく。

福祉課

48 心身に障害のある人
の経済的負担を軽減
するため、医療費の支
給や助成を行います。

・重度心身障害者に対
する医療費の助成及
び自立支援医療費の
支給
・各種手当の支給
・心身障害者扶養共済
制度掛金及び精神障
害者入院医療費の助
成

- 有 ・医療費の助成や手当を給付するこ
とにより、障害のある人の経済的負
担を軽減する。

・医療費の助成や手当を給付する。
　5,129人　455,113千円

・医療費の助成や手当を給付。
重度心身障害者医療費助成
5,063人　438,682千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・医療費の助成や手当を給付し、障
害のある人の経済的負担を軽減で
きた。

- 有 ・医療費の助成や手当を給付するこ
とにより、障害のある人の経済的負
担を軽減する。

・医療費の助成や手当を給付する。
重度心身障害者医療費助成
5,033人　447,853千円

福祉課

49 心身に障害を有する
児童及び保育におい
て配慮が必要と認めら
れる児童に対して保育
を実施します。

・特別な配慮が必要と
認められる児童の保
育

- 有 ・集団保育が可能な障害のある子ど
もに対して、保育を提供する。

・障害者手帳や療育手帳の交付を
受けている児童のほか、個別に配
慮を必要とする、いわゆる「気になる
子」を受け入れる。
　実利用者見込み　　346人

・障害者手帳や療育手帳の交付を
受けている児童のほか、個別に配慮
を必要とする、いわゆる「気になる
子」を受け入れる。
　実利用者　　346人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・集団保育が可能な障害のある子ど
もに対して、適切に保育サービスを
提供できた。

- 有 ・集団保育が可能な障害のある子ど
もに対して、保育を提供する。

・障害者手帳や療育手帳の交付を
受けている児童のほか、個別に配慮
を必要とする、いわゆる「気になる
子」を受け入れる。
　実利用者見込み　　346人

保育課

50 発達等に不安を抱える
保護者からの相談を
受け、必要な療育サー
ビスを提供して、子ど
もがすこやかに育つこ
とができるよう支援し
ます。

・子どもの発達及び発
育に関する相談を実
施
・言葉や認知、社会性
等の発達を促す療育
を実施
・保護者の疾病等によ
り子どもを預かる障害
児一時保育を実施

- 有 ・子どもの発育、発達に関する相談
に対応するとともに、発達を促す療
育を実施し、子どものすこやかな育
ちを支援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負
担軽減を図る。

・子どもの発育、発達に関する相談
に対応するとともに、発達を促す療
育支援を実施する。
・事故やけがのない障害児一時保
育を実施する。

・子どもの発育、発達に関する相談
に対応するとともに、発達を促す療
育支援を実施した。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止を図りつつ、子どもの発達
に関する相談や、発達を促す療育支
援を実施した。

- 有 ・子どもの発達に関する相談に対応
するとともに、発達を促す療育を実
施し、子どものすこやかな育ちを支
援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負
担軽減を図る。

・子どもの発達に関する相談に対応
するとともに、発達を促す療育支援
を実施する。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。

すこやかな
くらし包括
支援セン
ター
（こども発
達支援セン
ター）

51 障害のある人の日常
生活における便宜を図
るため、日常生活用具
の給付などを行いま
す。

・日常生活用具の給付
・補装具の購入費や修
理費の支給

- 有 ・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給し、生活環境を改善す
る。

・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給する。
・補装具456件45,032千円
・日常生活用具4,723件45,892千円

・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や、補装具の購入・修
理費用を支給し、自立した生活を支
援した。
・補装具439件42,317千円
・日常生活用具4,611件44,996千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害のある人の経済的な負担を軽
減し、日常生活の利便性の向上や
社会参加の促進を図った。

- 有 ・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給し、生活環境を改善す
る。

・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給する。
・補装具431件43,451千円
・日常生活用具4,802件46,799千円

福祉課

52 障害者手帳をお持ち
の方などの公共施設
の利用料を減免し、外
出のきっかけにしても
らうほか、家族や仲間
との交流を深めながら
健康を維持し、生きが
いのある充実した生活
ができるよう支援しま
す。

・障害者手帳等所持者
や介助者等の公共施
設の利用料等の軽減
を実施

- 無 ・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等を軽減する
ことにより、外出や交流を深めなが
ら健康を維持し、生きがいのある充
実した生活ができるよう支援する。

・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等の軽減を実
施。

【公共施設の使用料減免】
　要綱に規定されている公共施設を
障害者手帳所持者及び介助者が利
用した際に、利用料金の50％を減
免。

・障害者手帳所持者及び介助者の
公共施設の利用料等の軽減を実施
した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等を軽減する
ことで、障害のある人が生きがいの
ある充実した生活ができるよう支援
した。

- 無 ・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等を軽減する
ことにより、外出や交流を深めなが
ら健康を維持し、生きがいのある充
実した生活ができるよう支援する。

・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等の軽減を実
施。

【公共施設の使用料減免】
　要綱に規定されている公共施設を
障害者手帳所持者及び介助者が利
用した際に、利用料金の50％を減
免。

福祉課
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計　　画 実績見込み

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

54 手話通訳者の派遣や
手話奉仕員の養成を
通じて、聴覚に障害の
ある人の社会参加を
促進します。

・手話通訳者の派遣及
び手話奉仕員の養成

- 有 ・手話通訳者等を派遣し、聴覚に障
害のある人の社会参加を促進する。
・手話通訳者の早期育成を図る。

・手話通訳者等の派遣により、聴覚
に障害のある人のコミニュケーション
のスムーズ化を図る。
・派遣可能な有資格者が不足してい
るため、継続的に養成講座を開催す
る。

・手話通訳者等の派遣により、聴覚
に障害のある人のコミニュケーション
のスムーズ化を図る。
345件　　381人

C：計画どおり実施でき
なかった

C：目標を達成できな
かった

・手話通訳者等の派遣により、自身
や子供の通院や保育園・学校の参
観や面談など聴覚に障害のある人
のコミニュケーションはスムーズに行
えた。
・新型コロナウイルス感染拡大防止
から半年以上かけて実施する手話
通訳者養成講座の開催ができな
かった。

- 有 ・手話通訳者等を派遣し、聴覚に障
害のある人の社会参加を促進する。
・手話通訳者の早期育成を図る。
手話通訳者資格の取得　1名以上

・手話通訳者等の派遣により、聴覚
に障害のある人のコミニュケーション
のスムーズ化を図る。
・派遣可能な有資格者が不足してい
るため、継続的に養成講座を開催す
る。

福祉課

55 市ホームページの読
み上げ機能を活用し、
視覚に障害のある人
が利用しやすい環境を
整えます。

・アクセシビリティ方針
に基づく、新規および
更新ページのチェック

- 有 ・最新情報や緊急時の情報を誰もが
迅速かつ的確に入手することができ
るようホームページの内容を掲載・
更新時に点検するとともに、古い情
報が掲載されたままにならないよう、
適切に管理・運用する。

・各担当課が掲載するページの内容
については、掲載前に広報対話課
で確認し、必要な修正を指示する。
すでに終了している行事など古い情
報を見つけた時には随時修正、削
除を指示する。

・各担当課が掲載するページの内容
を掲載前に確認し、必要な修正や古
い記事の削除を指示した。
・新型コロナウイルス感染症に関す
る情報を始めとする各種行政情報の
発信を強化するため、見やすさ、使
いやすさに配慮し市ホームページを
リニューアルした（令和3年3月公
開）。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・各担当課が掲載するページの内容
を掲載前に確認し、必要な修正や古
い記事の削除を指示し、適切に管
理・運用できた。
・リニューアルにより、見やすさや使
いやすさが向上した。

- 有 ・最新情報や緊急時の情報を誰もが
迅速かつ的確に入手することができ
るようホームページの内容を掲載・
更新時に点検するとともに、古い情
報が掲載されたままにならないよう、
適切に管理・運用する。

・各担当課が掲載するページの内容
については、掲載前に広報対話課で
確認し、必要な修正を指示する。す
でに終了している行事など古い情報
を見つけた時には随時修正、削除を
指示する。

広報対話
課

56 市の広報紙の内容をＣ
Ｄに録音し、視覚に障
害のある人に提供しま
す。

・ＣＤによる情報提供 - 有 ・視覚に障害のある人へ広報上越
の内容を提供する。

・視覚に障害のある人へ広報上越
の内容をCDに録音し市政情報を提
供する。

・視覚に障害のある人へ市の広報紙
をＣＤに録音し情報提供した。（35
人）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・視覚に障害のある人にへ市政情報
を提供できた。

- 有 ・視覚に障害のある人へ広報上越
の内容を提供する。

・視覚に障害のある人へ広報上越の
内容をCDに録音し市政情報を提供
する。

福祉課

③子育
て・療育
支援の充
実

・0、1歳児保育、障害児保育、延長
保育、一時預かりなどに対応できる
態勢を整え、多様な保育サービスを
提供する。
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。

58 （再掲　№50）
発達等に不安を抱える
保護者からの相談を
受け、必要な療育サー
ビスを提供して、子ど
もがすこやかに育つこ
とができるよう支援し
ます。

・子どもの発達及び発
育に関する相談を実
施
・言葉や認知、社会性
等の発達を促す療育
を実施
・保護者の疾病等によ
り子どもを預かる障害
児一時保育を実施

- 有 ・子どもの発育、発達に関する相談
に対応するとともに、発達を促す療
育を実施し、子どものすこやかな育
ちを支援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負
担軽減を図る。

・子どもの発育、発達に関する相談
に対応するとともに、発達を促す療
育支援を実施する。
・事故やけがのない障害児一時保
育を実施する。

・子どもの発育、発達に関する相談
に対応するとともに、発達を促す療
育支援を実施した。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止を図りつつ、子どもの発達
に関する相談や、発達を促す療育支
援を実施した。

- 有 ・子どもの発達に関する相談に対応
するとともに、発達を促す療育を実
施し、子どものすこやかな育ちを支
援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負
担軽減を図る。

・子どもの発達に関する相談に対応
するとともに、発達を促す療育支援
を実施する。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。

すこやかな
くらし包括
支援セン
ター
（こども発
達支援セン
ター）

・障害のある人の社会参加を促進す
るため、タクシー利用券、自動車改
造費等の助成や福祉バスを運行す
る。
【タクシー利用料金等助成】
　タクシー利用券の交付…1人あた
り
   24,000円
　燃料券の交付…1人あたり19,000
  円
　燃料費助成…1人あたり19,000円
【運転免許取得費の助成】
　助成額：免許取得費用の2/3
    （10万円限度）
【自動車改造費の助成（本人運転）】
　助成額：10万限度
【介護者用自動車改造費の助成】
　助成額：改造費用（60万円のを
  超える場合は60万円）に下記区分
  による割合を乗じて得た額
　　　生活保護世帯　　10/10
　　　所得税非課税世帯　2/3
　　　その他の世帯　　　　1/2
【福祉バス運行業務】（車両2台）
・福祉有償運送実施団体の円滑な
運営の支援のため、運営協議会を
実施する。

・保護者の就労形態や保育ニーズ
の多様化に対応し、0、1歳児保育、
子育て支援1歳児保育、障害児保
育、一時預かり保育、午後7時まで
の延長保育、休日保育を実施する。
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。

・0、1歳児保育、障害児保育、延長
保育、一時預かりなどに対応できる
態勢を整え、多様な保育サービスを
提供する。
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。

・保護者の就労形態や保育ニーズの
多様化に対応し、0、1歳児保育、子
育て支援1歳児保育、障害児保育、
一時預かり保育、午後7時までの延
長保育、休日保育を実施する。
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。

保育課

有 ・障害のある人の移動手段確保の
ため、福祉有償運送実施団体の円
滑な運営を支援する（適切な運送の
実施の確保と関係者の合意形成）。
・タクシー利用券、燃料券の交付や
燃料費の助成、自動車改造費等の
助成により経済的負担の軽減・社会
参加の促進を図る。

福祉課- ・障害のある人の社会参加を促進す
るため、タクシー利用券、自動車改
造費等の助成や福祉バスを運行す
る。
【タクシー利用料金等助成】
　タクシー利用券の交付…1人あたり
   24,000円
　燃料券の交付…1人あたり19,000
  円
　燃料費助成…1人あたり19,000円
【運転免許取得費の助成】
　助成額：免許取得費用の2/3
    （10万円限度）
【自動車改造費の助成（本人運転）】
　助成額：10万限度
【介護者用自動車改造費の助成】
　助成額：改造費用（60万円のを
  超える場合は60万円）に下記区分
  による割合を乗じて得た額
　　　生活保護世帯　　10/10
　　　所得税非課税世帯　2/3
　　　その他の世帯　　　　1/2
【福祉バス運行業務】（車両2台）
・福祉有償運送実施団体の円滑な
運営の支援のため、運営協議会を
実施する。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％）

保育ニーズに応じて児
童の保育を実施しま
す。

・0・1歳児、障害児の
保育受入
・午後7時までの延長
保育を実施
・一時預かりを実施
・24時間保育・休日保
育の実施
・病児・病後児保育事
業の実施

有 A：目標達成（100％） ・0、1歳児保育、障害児保育、延長
保育、一時預かりなどに対応できる
態勢を整え、多様な保育サービスを
提供できた。
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を整え、適切に保育サー
ビスを提供できた。

有

障害のある人の社会
参加を促進するため、
タクシー利用料金等の
助成や福祉バスの運
行などにより外出時の
移動を支援します。

・タクシー利用料金等
の助成
・リフト付福祉バス・乗
用車の運行
・福祉有償運送実施団
体の円滑な運営を確
保
・自動車の改造費用、
免許取得費用の助成

-・保護者の就労形態や保育ニーズの
多様化に対応するため、多様な保育
サービスを提供した。
　0、1歳児（実利用者見込み）
　1,048人
　障害児保育（実利用者見込み）
　274人
　一時預かり（延べ利用者見込み）
　3,431人
　午後7時までの延長保育（延べ利
　用者見込み）34,476人
  休日保育（延べ利用者見込み）
　681人
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供した。
　【延べ利用者数（見込み）】
　　ファミリーヘルプ保育園　8,338人
　　病児・病後児保育室　1,516人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

・タクシー利用券、燃料券の交付や
燃料費の助成、自動車改造費等の
助成により経済的負担の軽減・社会
参加の促進を図る。
・障害のある人の移動手段確保の
ため、福祉有償運送実施団体の円
滑な運営を支援する（適切な運送の
実施の確保と関係者の合意形成）。

・障害のある人の移動手段確保のた
め、福祉有償運送実施団体の円滑
な運営を支援した。
・タクシー利用券、燃料券の交付や
燃料費の助成、自動車改造費等の
助成により経済的負担の軽減・社会
参加の促進を図られた。

・障害のある人の社会参加を促進す
るため、タクシー利用券、自動車改
造費等の助成や福祉バスを運行し
た。
【タクシー利用料金等助成】
　タクシー利用券の交付…2,065人
36,129千円
　燃料券の交付…2,723人　49,305千
円
　燃料費助成…837人　14,998千円
【運転免許取得費の助成】
　助成件数…2件、助成金額…200
千円
【自動車改造費の助成（本人運転）】
　助成件数…3件、助成金額…292
千円
【介護者用自動車改造費の助成】
　助成件数…10件、助成金額…
2,004千円
【福祉バス運行業務】（車両2台）
　利用人数…1,196人
・福祉有償運送運営協議会を令和2
年7月に実施。2団体の更新審議の
ほか、地域の福祉有償運送につい
て状況確認を行った。
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計　　画 実績見込み

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

(1)ボランティア参
加、地域活動、市
民活動への支援
を推進するととも
に、ボランティア
を必要とする人の
利用促進を図り
ます。

①ボラン
ティア活
動や地域
での支え
合い活動
のための
環境づくり

59 共に支え合うための自
主的な活動が促進さ
れるまちを目指しま
す。

・NPO・ボランティアセ
ンターの運営

- 有 ・ＮＰＯ・ボランティアセンターを拠点
とし、市民活動のサポートやボラン
ティアコーディネートに取り組むほ
か、市民活動に役立つ情報のメー
ル配信を継続して実施し、市民の公
益活動やボランティア活動への参加
を促進する。

・ＮＰＯ・ボランティアセンターを拠点
に市民活動に関する相談、ボラン
ティアに関するニーズ情報の収集・
発信及びコーディネートを行うほか、
市民活動の場を提供する。
・メールマガジンをNPO・ボランティア
センター登録団体及び過去の交流
会・ツアー参加者（約360団体・個
人）に対して配信する。

・ＮＰＯ・ボランティアセンターを拠点
に市民活動に関する相談、ボラン
ティアに関するニーズ情報の収集・
発信及びコーディネートを行うほか、
市民活動の場を提供した。成立件
数：25件（見込み）
・メールマガジンをNPO・ボランティア
センター登録団体及び過去の交流
会・ツアー参加者（約360団体・個人）
に対して配信した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

C：目標を達成できな
かった

・ＮＰＯ・ボランティアセンターにてボ
ランティアの相談やコーディネート、
情報提供などの支援に取り組んだ
が、今年度は、新型コロナウイルス
感染防止の観点からボランティア受
け入れを中止している団体が多く、
成立件数は、前年度の100件に対
し、25件に留まった。

- 有 ・ＮＰＯ・ボランティアセンターを拠点
とし、市民活動のサポートやボラン
ティアコーディネートに取り組むほ
か、市民活動に役立つ情報のメー
ル配信を継続して実施し、市民主体
のまちづくりへの意識向上を図る。

・ＮＰＯ・ボランティアセンターを拠点
に市民活動に関する相談、ボラン
ティアに関するニーズ情報の収集・
発信及びコーディネートを行うほか、
市民活動の場を提供する。
・メールマガジンをNPO・ボランティア
センター登録団体及び過去の交流
会・ツアー参加者（約360団体・個人）
に対して配信する。

共生まちづ
くり課

60 地域コミュニティが抱
える課題を解決するた
めの支援を行います。

・地域コミュニティ活動
サポート事業
・地域コミュニティが抱
える課題などの相談

- 有 ・町内会等へ地域コミュニティ活動サ
ポート事業の周知を行うとともに、希
望する町内会等へアドバイザーの
派遣を行い、地域の課題解決を支
援する。

・町内会等へ地域づくりアドバイザー
の派遣を行い、地域の課題解決を
支援する。
　新規実施団体：2団体
　フォローアップ団体：1団体（令和元
年度に実施した団体）

・町内会等へ地域づくりアドバイザー
の派遣を行い、地域の課題解決を支
援する。
・新規実施団体：0団体（見込み）
・フォロ-アップ団体1団体（見込み）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

C：目標を達成できな
かった

・新規実施団体については、新型コ
ロナウイルス感染症予防の観点か
ら、集会などの開催を控える傾向に
あり、実施を希望するに至っていな
い。

- 有 ・住民組織や町内会へ地域コミュニ
ティ活動サポート事業の周知を行う
とともに、希望する団体へアドバイ
ザーの派遣を行い、地域の課題解
決を支援する。
（新規実施団体　１団体の実施）

・住民組織や町内会等へ地域づくり
アドバイザーの派遣を行い、地域の
課題解決を支援する。
　新規実施団体：１団体（予定）

共生まちづ
くり課

62 地域における支え合い
体制の構築のため、住
民主体における生活
支援サービスの提供を
行います。

・新総合事業の訪問型
サービスＢ（有償ボラ
ンティアによる家事支
援）を実施し、担い手と
なる有償ボランティア
を養成します。

- 有 ・有償ボランティア養成講座を6回開
催し、有償ボランティア増員を図る。
・担い手フォローアップ研修を2回開
催し、既に活動している有償ボラン
ティアのフォローアップを図る。
・有償ボランティア養成講座登録者
数80人

・有償ボランティア養成講座を開催
し、担い手の確保を図る。
・担い手フォローアップ講座を開催
し、担い手のスキルアップ及び養成
講座受講済で未登録となっている方
への登録勧奨を通した担い手確保
を図る。

・有償ボランティア養成講座を6回開
催し、有償ボランティア増員を図る。
・担い手フォローアップ研修を2回開
催し、既に活動している有償ボラン
ティアのフォローアップを図る。
・有償ボランティア養成講座登録者
数19人

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

C：目標を達成できな
かった

・有償ボランティア養成講座を開催
し、担い手の確保を図ることができ
た。
・担い手フォローアップ講座を開催
し、担い手のスキルアップ及び養成
講座受講済で未登録となっている方
への登録勧奨を通した担い手確保を
図ることができた。
・新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から、養成講座を延期したり
時間を短縮したり工夫を凝らしたが、
登録者数は目標を下回る見込みで
あることから、引き続き講座受講者
が増えるよう周知に取り組む必要が
ある。

- 有 ・有償ボランティア養成講座を6回開
催し、有償ボランティア増員を図る。
・担い手フォローアップ研修を2回開
催し、既に活動している有償ボラン
ティアのフォローアップを図る。
・有償ボランティア養成講座登録者
数80人

・有償ボランティア養成講座を開催
し、担い手の確保を図る。
・担い手フォローアップ講座を開催
し、担い手のスキルアップ及び養成
講座受講済で未登録となっている方
への登録勧奨を通した担い手確保を
図る。

高齢者支
援課

63 高齢者が住み慣れた
地域で安心して暮らし
ていけるよう、地域に
おける見守りの体制を
構築します。

・高齢者見守り支援
ネットワーク事業

- 有 ・高齢者の異変の早期発見に向け
て、地域の実情に合わせた日常的
な見守り活動を促進する。

・地域に出向き、見守り活動が必要
となっている背景や見守り活動のポ
イントの説明を通じた働きかけ等を
行い、地域の実情に合わせた日常
的な見守り活動の促進につなげる。

・地域ケア会議に出向き地域での見
守り体制の充実を働きかけるととも
に、協力事業所との協力体制を整え
た。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・区各地域ケア推進会議に参加し見
守り体制について協議を行った。
・ケア会議に地域の見守り協力事業
所の参加を促すことで、相互の活動
内容を理解することが出来た。

- 有 ・高齢者の異変の早期発見に向け
て、地域の実情に合わせた日常的
な見守り活動を促進する。

・地域に出向き、見守り活動が必要
となっている背景や見守り活動のポ
イントの説明を通じた働きかけ等を
行い、地域の実情に合わせた日常
的な見守り活動の促進につなげる。

高齢者支
援課

64 同上 ・認知症サポーター養
成講座

- 有 ・小中学校や、町内会、事業所等に
おいて、認知症を正しく理解し、認知
症の人を見守るための認知症サ
ポーター養成講座を開催し、2,300人
のサポーターを養成する。

・小中学校や、町内会、事業所等で
認知症サポーター養成講座を実施
する。

・町内会や事業所のほか、市内の小
中学校、高齢者サロンなどにおいて
講座を開催し、850人の認知症サ
ポーターを養成した。

C：計画どおり実施でき
なかった

C：目標を達成できな
かった

・市民や事業所のほか、市内の小中
学校、高齢者サロンなどにおいて講
座を開催し、認知症サポーターの養
成を行った。
・新型コロナウイルス感染症感染拡
大防止のため、講座の開催申込み
が少なく、目標養成人数を達成でき
なかった。

- 有 ・小中学校や町内会、事業所等にお
いて、認知症を正しく理解し、認知症
の人を見守るための認知症サポー
ター養成講座を開催し、1,500人の
サポーターを養成する。

・小中学校や町内会、事業所等にお
いて、認知症サポーター養成講座を
実施する。

すこやかな
くらし包括
支援セン
ター

65 高齢者相互の支援や
ボランティア活動の普
及を推進します。

・シニアサポートセン
ター事業
・ボランティア助成制度
「美助っ人さん」

- 有 ・地域包括支援センター等への周知
を通して、必要な人に適切にサービ
スを提供する。
・シニアサポートセンターの登録者
によるボランティア活動を推進する。

・地域包括支援センターなど、関係
機関と連携し、支援を必要とする人
が助成を受けられるよう、周知を図
る。
・家事援助を中心とした軽度な支援
に有償ボランティア（訪問型サービ
スＢ、シニアサポートセンター、ほっ
と安心生活サポーター）を利用する
際、ボランティア利用料の一部を助
成する。
・事務事業評価に基づき、ボランティ
ア助成制度は令和2年度をもって廃
止する。
・シニアサポートセンターについて、
現存の登録者によるボランティア活
動を継続する。

・地域包括支援センターなど、関係
機関と連携し、支援を必要とする人
が助成を受けられるよう、周知を
図った。
・家事援助を中心とした軽度な支援
に有償ボランティア（訪問型サービス
Ｂ、シニアサポートセンター、ほっと
安心生活サポーター）を利用する
際、ボランティア利用料の一部を助
成した。
・助成制度の廃止について、サービ
ス利用者、提供者、関係機関等に周
知を行った。
・事務事業評価に基づき、ボランティ
ア助成制度は令和2年度をもって廃
止した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・地域包括支援センターなど、関係
機関と連携し、支援を必要とする人
が助成を受けられるよう、周知を
図っている。
・家事援助を中心とした軽度な支援
に有償ボランティア（訪問型サービス
Ｂ、シニアサポートセンター、ほっと
安心生活サポーター）を利用する
際、ボランティア利用料の一部を助
成した。
・ボランティア助成制度の廃止につ
いて、事前にサービス利用者及び提
供者に周知を図っていたことで大き
な混乱は無かった。

見直
し

有 ・シニアサポートセンターの登録者
によるボランティア活動を推進する。

・シニアサポートセンターについて、
現存の登録者によるボランティア活
動を継続する。

高齢者支
援課

・ファミリーサポートセ
ンターの運営

・低所得世帯に対し、利用料の助成
制度を創設した。
・提供会員数を確保するため、各種
団体等を対象とした説明会を行うな
ど会員募集活動を強化するととも
に、養成講座や講習会を実施した。
・新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、５月実施予定であった提
供会員養成講座を中止とした。

【実績見込】
・各種団体等を対象とした説明会（19
回）
・提供会員養成講座（3回開催）
・フォローアップ講習会等（4回開催）

・依頼会員からのニーズに対応でき
るよう経済的負担の軽減を図るほ
か、提供会員数を確保するため、各
種団体等を対象とした説明会を行う
など会員募集活動を強化するととも
に、養成講座や講習会を通して、提
供会員の資質向上を図り、児童の
預かり時における安全性の向上に
つなげる。
・各種団体等を対象とした説明会
（随時開催）
・提供会員養成講座（年4回開催）
・フォローアップ講習会等（年4回開
催）

・仕事と育児の両立を支援するた
め、提供会員を確保するとともに、
養成講座や講習会を通して、提供会
員の資質向上を図り、子育て世帯の
育児負担の軽減等のニーズに応え
る。

有 ・養成講座や講習会を通して、提供
会員数の増加や、資質向上を図るこ
とにより、子育て世帯の育児負担の
軽減につながっている。

・依頼会員からのニーズに対応でき
るよう経済的負担の軽減を図るほ
か、提供会員数を確保するため、各
種団体等を対象とした説明会を行う
など会員募集活動を強化するととも
に、養成講座や講習会を通して、提
供会員の資質向上を図り、児童の預
かり時における安全性の向上につな
げる。
・各種団体等を対象とした説明会（随
時開催）
・提供会員養成講座（年4回開催）
・フォローアップ講習会等（年4回開
催）
・対象児童の年齢を18歳までに引き
上げ、子育て世帯の育児負担の軽
減等のニーズに応える。

・仕事と育児の両立を支援するた
め、提供会員を確保するとともに、
養成講座や講習会を通して、提供会
員の資質向上を図り、子育て世帯の
育児負担の軽減等のニーズに応え
る。

育児の援助を受けた
い人（依頼会員）と育
児の援助を行いたい
人（提供会員）との相
互援助活動に関する
連絡、調整を行いま
す。

- A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％）61 有拡充 こども課
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計　　画 実績見込み

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

(1)防災に関する
情報提供や避難
時に必要な施
策、自助・共助に
よる防災体制の
整備を推進しま
す。

①防災対
策や避難
支援体制
の充実

66 市内で発生した犯罪、
災害、火災、交通事故
などの情報を市民へ
知らせることにより、市
民がそれらの事態に
迅速に対処できるよう
にします。

・安全メールによる情
報発信

- 有 ・市内で発生した火災や防犯・交通
安全等の注意喚起、災害に関する
情報等を適時的確に発信する。
・より多くの方に情報伝達できるよう
次の取組を進める。
　①安全メール登録者の増（15,500
人）
　②SNSとの連携

・防犯、防災、火災、交通安全等の
情報を適時的確に発信する。
・各種広報媒体や高齢者世帯訪問
等で安全メールへの登録を呼び掛
ける。
・SNS（Facebook及びTwitteｒ）を活用
した配信を開始する。

・警察と連携し、迅速かつ確実な情
報を配信した。
・登録者数の増加に向け、広報上越
や市HP、高齢者世帯訪問等で周知
したほか、当市への転入者や学校
関係者、入園・入学前の保護者等に
対して登録を呼び掛けた。
・SNS（Facebook及びTwitteｒ）による
配信を令和2年6月から開始した。
・令和3年1月末現在の登録者数は
15,844人である。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・各種広報媒体や高齢者世帯訪問
時の周知及び当市への転入者等に
安全メールの登録を呼び掛けたこと
により、登録者数が増加した。
・警察と連携し、迅速かつ確実な情
報を配信し、注意喚起や被害防止を
図った。
・SNSを活用した情報発信により、情
報伝達先の拡大につながった。

- 有 ・市内で発生した火災や防犯・交通
安全等の注意喚起、災害に関する
情報等を適時的確に発信する。
・安全メールの登録件数を17,500人
にする。

・防犯、防災、火災、交通安全等の
情報を迅速かつ確実に配信する。
・各種広報媒体や高齢者世帯訪問
等で登録を呼び掛ける。
・SNS（Facebook及びTwitteｒ）による
配信を行う。

市民安全
課

68 要配慮者に配慮した
災害対応計画や避難
体制の整備を進めま
す。

・要配慮者に配慮した
災害対応計画及び避
難体制を整備する。

- 有 ・国・県の上位計画や法令等で、避
難行動要支援者や要配慮者に関す
る災害対応や避難体制の見直しが
あった場合は、当市においても検討
を行い、必要に応じて市地域防災計
画の見直しを行う。

・県計画の変更に合わせた修正を行
う。

・県計画の変更に合わせた修正を
行った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・国・県の上位計画や法令等で、避
難行動要支援者や要配慮者に関す
る災害対応や避難体制の見直しに
ついて、市地域防災計画へ反映し、
災害に備えた。

- 有 ・国・県の上位計画や法令等で、避
難行動要支援者や要配慮者に関す
る災害対応や避難体制の見直しが
あった場合は、当市においても検討
を行い、必要に応じて市地域防災計
画の見直しを行う。

・県計画の変更に合わせた修正を行
う。

市民安全
課

69 要配慮者の的確な把
握と緊急時の迅速な
対応に向けた仕組み
の充実を図ります。

・要配慮者名簿の充実
・個別避難計画策定の
支援

- 無 ・町内会（自主防災組織）における個
別避難計画の作成率を98％以上と
する。

・避難行動要支援者名簿・福祉避難
所避難対象者名簿及び個別避難計
画を整備するとともに、町内会や関
係機関へ情報提供し、災害時の避
難支援体制を構築する。
・個別避難計画を作成できていない
町内会へ出向き、助言を行うなど、
個別避難計画の作成に向けた支援
を行う。

・避難行動要支援者名簿・福祉避難
所避難対象者名簿及び個別避難計
画を整備（整備率：97.2％）するととも
に、町内会や関係機関へ情報提供
し、災害時の避難支援体制を構築し
た。
・個別避難計画が未策定となってい
る町内会へ出向き、助言を行うな
ど、個別避難計画の作成に向けた
支援を実施した。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・個別避難計画が未策定となってい
る町内会へ出向き、助言を行うな
ど、個別避難計画の作成に向けた
支援を行い、個別避難計画の作成
率向上（97.2％）を図ったが、目標を
やや下回った。

- 無 ・町内会（自主防災組織）における個
別避難計画の作成率を99％以上と
する。

・避難行動要支援者名簿・福祉避難
所避難対象者名簿及び個別避難計
画を整備するとともに、町内会や関
係機関へ情報提供し、災害時の避
難支援体制を構築する。
・個別避難計画を作成できていない
町内会へ出向き、助言を行うなど、
個別避難計画の作成に向けた支援
を行う。

高齢者支
援課

70 災害時に迅速かつ的
確に支援を行えるよ
う、地域ぐるみで災害
弱者の避難を支援す
る体制づくりを行いま
す。

・避難行動要支援者名
簿作成
・ヘルプカード・安全
メールの活用

- 有 ・災害時に迅速かつ的確に支援を行
えるよう、地域ぐるみで災害弱者の
避難を支援する体制づくりを行う。

・避難行動要支援者名簿の更新と
新たに福祉避難所への避難が必要
な人への個別避難計画を作成す
る。
・災害時における視覚障害及び聴覚
障害のある人用にヘルプカードを作
成、配布する。

・避難行動要支援者名簿の更新と新
たに福祉避難所への避難が必要な
人への個別避難計画を作成した。
・災害時における視覚障害及び聴覚
障害のある人用に、より支援が必要
であることを発信できるようヘルプ
カードを配布した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・避難行動要支援者名簿の更新や
個別避難計画の作成により、災害弱
者となる障害のある人の災害時の
支援に備えた。

- 有 ・災害時に迅速かつ的確に支援を行
えるよう、地域ぐるみで災害弱者の
避難を支援する体制づくりを行う。

・避難行動要支援者名簿の更新と新
たに福祉避難所への避難が必要な
人への個別避難計画を作成する。
・災害時における視覚障害及び聴覚
障害のある人用にヘルプカードを作
成、配布する。

福祉課

②自主防
災活動の
推進

71 災害時に「自助・共
助」の力を相互に発
揮でき、被害が最小
限となるよう自主防
災活動を支援しま
す。

・防災アドバイザーの
派遣
・防災士（防災リー
ダー）の養成

- 有 ・自主防災組織未結成の町内会に
対し結成を促すとともに、結成が難
しい町内会に対しては発災時の避
難体制を整えさせる。

・防災士養成講座の実施
・市内の指定避難所において、避難
所運営訓練を実施
・自主防災組織未結成町内会に対
し、訪問指導を実施
・活動停滞組織に対し、訪問指導を
実施
・防災リーダー研修の実施

・防災士養成講座を実施開催した。
（1月末現在、防災士38人養成）
・避難所運営訓練については、感染
症対策の観点からグループワーク形
式による訓練を見送ることとし、訓練
の手法について見直しを行った。
・自主防災組織未結成の40町内会
を訪問し、組織結成を促すとともに、
結成が難しい町内会には発災時の
避難体制を整えさせた。（新規結成1
組織、防災台帳作成39町内会）
・防災リーダー研修を13地区で実施
した。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・地域で防災活動の中心的な役割を
担う防災士を養成し、防災力の向上
を図った。
・自主防災組織未結成町内会を訪
問し、地域の防災体制を整えたこと
から、市内全ての町内会において避
難体制が構築された。
・防災リーダー研修を実施し、ハ
ザードマップを活用した災害時の正
しい避難行動につなげるための取組
を地域の防災活動に取り入れること
となった。

- 有 ・防災士（防災リーダー）の養成やハ
ザードマップの活用方法に関する研
修会を実施するなど、自主防災組織
等の防災活動が活性化するよう支
援する。

・防災士養成講座の実施
・市内の指定避難所において、避難
所運営訓練を実施（28か所）
・活動停滞組織に対し、防災アドバイ
ザーと共に訪問指導を実施
・ハザードマップ活用研修の実施

市民安全
課

拡充有 ・津波ハザードマップ
　県が新たに公表した、津波浸水想
定を踏まえ、ハザードマップを更新し
全戸配布した。
・洪水ハザードマップ
　県が新たに公表した、想定最大規
模の浸水想定区域図に基づき、避
難場所の見直しを行い、ハザード
マップを更新した。
・防災行政無線等
　防災行政無線システム等の保守
点検を行い、常に使用できる状態を
維持した。
　中郷区、板倉区及び清里区の防災
行政無線更新工事は,中郷区につい
ては、屋外拡声子局の更新を完了
し、戸別受信機の更新に着手した。
板倉区及び清里区については、屋
外拡声子局の更新を完了し、戸別受
信機の更新を概ね計画どおり進め
た。
・防災情報リンク集
　リンク先の更新によるアドレス変更
等の対応を定期的に実施した。
・多言語対応情報発信ツールを活用
し、各種ハザードマップを多言語で
配信した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

・津波ハザードマップについて、県が
新たに公表した、津波浸水想定を踏
まえ、避難方法等の検討を行い、ハ
ザードマップを更新し全戸配布す
る。
・洪水ハザードマップについて、県が
新たに公表した、想定最大規模の
浸水想定区域図に基づき、避難場
所の見直しを行い、ハザードマップ
を更新し素案を配布する。
・防災行政無線システム等は、保守
点検を行い常に使用できる状態を維
持する。また、中郷区、板倉区及び
清里区の防災行政無線更新工事を
引き続き行う。
・「防災情報リンク集」を通じ、市民の
適切な避難行動を支援する。

危機管理
課

共生まちづ
くり課

・津波ハザードマップ
　県が新たに公表した、津波浸水想
定を踏まえ、ハザードマップを更新し
全戸配布した。
・洪水ハザードマップ
　県が新たに公表した、想定最大規
模の浸水想定区域図に基づき、避
難場所の見直しを行い、ハザード
マップを更新した。
・防災行政無線等
　防災行政無線システム等の保守
点検を行い、常に使用できる状態を
維持した。更新工事については、中
郷区、板倉区及び清里区において。
概ね計画どおり工事を進めた。
・防災情報リンク集
　リンク先の更新によるアドレス変更
等の対応を定期的に実施した。
・各種ハザードマップを多言語で配
信し、外国人市民の防災知識の普
及啓発を図った。

- ・津波ハザードマップについて、県が
新たに公表した、津波浸水想定を踏
まえ、避難方法等の検討を行い、ハ
ザードマップを更新し全戸配布す
る。
・洪水ハザードマップについて、県が
新たに公表した、想定最大規模の
浸水想定区域図に基づき、避難場
所の見直しを行い、ハザードマップ
を更新し関係地区へ素案を配布す
る。
・防災行政無線システム等の保守点
検を行う。また、中郷区、板倉区及
び清里区の防災行政無線更新工事
を引き続き行う。
・「防災情報リンク集」について、新
たに必要と思われる情報先として外
部リンクの追加や、リンク先ページ
の更新によるアドレス変更等の対応
を定期的に実施する。

67 災害の予防及び災害
発生時に的確に対応
するため、総合的かつ
体系的な防災体制の
整備を進めます。

・ハザードマップの作
成・配布
・防災行政無線等の整
備、運用
・防災気象情報の提供

A：目標達成（100％） 有 ・洪水ハザードマップ
　県が新たに公表する、想定最大規
模の浸水想定区域図に基づき、避
難場所の見直しを行い、ハザード
マップを更新し全戸配布する。
・防災行政無線等
　防災行政無線システム等の保守
点検を行い、常に使用できる状態を
維持する。また、中郷区、板倉区及
び清里区の防災行政無線更新工事
を引き続き行う。
・防災情報リンク集
　リンク集を通じ、市民の適切な避
難行動を支援する。
・各種ハザードマップを多言語で配
信し、外国人市民の防災知識の普
及啓発を図る。

・洪水ハザードマップ
　県が新たに公表する、想定最大規
模の浸水想定区域図に基づき、避
難場所の見直しを行い、ハザード
マップを更新し全戸配布する。
・防災行政無線等
　防災行政無線システム等の保守
点検を行う。また、中郷区、板倉区
及び清里区の防災行政無線更新工
事を引き続き行う。
・防災情報リンク集
　新たに必要と思われる情報先とし
て外部リンクの追加や、リンク先ペー
ジの更新によるアドレス変更等の対
応を定期的に実施する。
・多言語対応情報発信ツールを活用
し、各種ハザードマップを多言語で
配信する。

6
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計　　画 実績見込み

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

(2)防犯に関する
情報提供や注意
喚起、地域ぐるみ
の防犯活動を推
進します。

①防犯対
策の充実

73 地域の連帯感を強め、
互いが助け合う地域社
会が形成されるよう支
援します。

・自主防犯活動の推進
・人材の育成

- 有 ・地域の防犯活動に多くの市民から
参加してもらうため、地域ぐるみの
防犯活動の重要性を周知する。
・防犯の日、防犯週間期間中の活動
参加を890団体、35,500人とする。
・110ばん協力車の登録台数を5,600
台にする。
・地域安全支援員の指導力の向上
を図る。

・地域一体となった見守り活動の重
要性を周知するため、広報上越（7
月号）に防犯活動の特集を掲載す
る。
・110ばん協力車によるながらパト
ロールに参加してもらうため、各広
報媒体や防犯講話等を通じ制度を
広く周知する。
・地域安全支援員を対象とした研修
会を実施する。

・広報上越（7月号）において、空き巣
や特殊詐欺、不審者から身を守るた
め、自分でできる防犯対策を紹介し
た。
・防犯の日、防犯週間の期間中にお
ける参加団体数・参加者数は883団
体、35,043人であった。
・広報上越や啓発チラシで110ばん
協力車の登録を周知したほか、福祉
事業所及びゴミ回収業者に登録を呼
び掛けたことにより、登録台数が増
加。令和3年1月末現在の登録台数
は5,756台となった。
・地域安全支援員の指導力向上を
図るため、研修会を実施した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・110ばん協力車が日常的に市内を
巡回することにより、犯罪の抑止及
び防犯意識の向上につなげることが
できている。
・コロナ禍の影響により、防犯の日及
び防犯週間における活動を自粛した
町内会等があり、参加団体数及び参
加者数は目標に達しなかったが、参
加者数は昨年度よりも約80人増加し
ており、活動の輪が広がっている。

- 有 ・地域の防犯活動に多くの市民から
参加してもらうため、地域ぐるみの
防犯活動の重要性を周知する。
・防犯の日、防犯週間期間中の活動
参加を895団体、36,250人とする。
・110ばん協力車の登録台数を5,850
台にする。
・地域安全支援員の指導力の向上
を図る。

・地域一体となった見守り活動の重
要性を周知するため、広報上越（7月
号）に防犯活動の特集を掲載する。
・110ばん協力車によるながらパト
ロールに参加してもらうため、各広
報媒体や防犯講話等を通じ制度を
広く周知し、参加者の拡充を図る。
・地域安全支援員を対象とした研修
会を実施する。

市民安全
課

74 ハードとソフト両面
から、犯罪の起こり
にくい総合的な環境
づくりを推進しま
す。

・犯罪の防止に配慮し
た基盤整備
・住宅等の防犯対策の
啓発
・児童等の安全確保の
ための取組の推進

- 有 ・全ての保育園・幼稚園、小学校に
おいて、防犯教育が行われている状
態にする。
・小・中学校を対象とした通学路の
安全点検に参加し、対策を講じるこ
とで安全安心が確保されている状態
にする。

・保育園・幼稚園、小学校において
防犯教室を実施する。
・小・中学校を対象とした通学路の
安全点検に参加し、対応を検討す
る。

・地域安全支援員、安全教育指導
員、防犯専門官が保育園等に出向
き、年代に応じた内容で防犯教室を
実施した。
・専門官等への派遣要請のなかった
保育園等に対しては、実施内容につ
いて調査し、防犯教育が行われてい
ることを確認した。
・通学路点検では、1小学校・3中学
校から防犯灯設置の要望があり、関
係機関や学校関係者との現地確認
や聞き取りを通じて、上越市道路照
明灯・防犯灯設置基準に基づき、6
か所に防犯灯を17灯新設した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・全ての保育園・幼稚園、小学校に
おいて防犯教育が行われている状
態とした。
・防犯教室では、参加・体験型の内
容を盛り込むなど、年齢に応じた内
容となるよう工夫し、いざという時の
対応方法を身につけた。
・通学路の安全点検により、必要な
箇所に防犯灯を新設し、子どもの安
全安心を確保することができた。

- 無 ・全ての保育園・幼稚園、小学校に
おいて、防犯教育が行われている状
態にする。
・小・中学校を対象とした通学路の
安全点検に参加し、対策を講じるこ
とで安全安心が確保されている状態
にする。

・保育園・幼稚園、小学校で防犯教
室を実施する。
・小・中学校を対象とした通学路の安
全点検に参加し、対応を検討する。

市民安全
課

(3)冬期間の安全
な通行空間の確
保と除雪に必要
な施策を推進しま
す。

①除雪対
策の充実

75 要援護世帯を支援す
るため、雪害による
安否確認や除雪支援
の必要性などを情報
収集します。

・雪害による安否確認
や除雪支援の必要性
等の情報収集

- 有 ・支援が必要な世帯へ的確に助成を
行い、要援護世帯の冬期間におけ
る雪害事故を防止し、生活の安全確
保を図る。

・民生委員へ対象者要件等の周知
を徹底し、支援が必要な世帯を的確
に把握し、助成する。

・民生委員に対する対象者要件等の
周知を徹底し、支援が必要な世帯を
的確に把握し、必要となる助成を行
う見込み。
・決定世帯数見込5,950世帯

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・民生委員に対する対象者要件等の
周知を徹底することで、支援が必要
な世帯を的確に把握し、必要となる
助成を行い、要援護世帯の冬期間
における生活の安全を確保すること
ができる見込み。

- 有 ・支援が必要な世帯へ的確に助成を
行い、要援護世帯の冬期間におけ
る雪害事故を防止し、生活の安全確
保を図る。

・民生委員へ対象者要件等の周知
を徹底し、支援が必要な世帯を的確
に把握し、助成する。

高齢者支
援課

76 要援護世帯に対し、
住居の屋根及び玄関
前の除雪費用の一部
を助成します。

・除雪費の一部助成 - 有 ・要援護世帯の除排雪費用の実態
把握や近年の降雪状況などの分
析・検証を行い、助成限度額の適正
化を図るための検討を行う。

・全市域において助成限度額を超え
て個人負担で支払った除雪費用を
分析・検証し、助成限度額の適正化
を図るための検討を行う。

・全市域において助成限度額を超え
て個人負担で支払った除雪費用を
分析・検証し、助成限度額の適正化
を図るための検討を行う見込み。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・除排雪の場所や方法、除雪の頻度
などの実態を把握し、助成限度額の
見直しを検討し、助成限度額の適正
化を図る見込み。

- 有 ・要援護世帯の除排雪費用の実態
把握や近年の降雪状況などの分
析・検証を行う。

・全市域において助成限度額を超え
て個人負担で支払った除雪費用等
を分析・検証を行う。

高齢者支
援課

77 通学路を対象とした、
きめ細やかな除雪を実
施し、冬期間における
通学児童の安全確保
を図ります。

・小中学校の通学路を
対象とした歩道除雪の
推進
・歩道が未整備の通学
路においては、車道を
拡幅し、歩行者空間の
確保に努める

- 有 ・小中学校の通学路を対象とした歩
道除雪の実施により、冬期間の通
学児童の安全確保を図る。
・歩道が未整備の通学路において
は、車道を拡幅し、歩行者空間を確
保する。

・通学路の変更や追加があった場合
は、歩道除雪が可能か除雪事業者
と現地確認を行い、実施が可能と判
断した路線は、R2年度の冬期道路
交通確保除雪計画に登載し、除雪
を行う。

・通学路の変更や追加があった場合
は、歩道除雪が可能か除雪事業者
と現地確認を行い、実施が可能と判
断した路線は、R2年度の冬期道路
交通確保除雪計画に登載し、除雪を
行う。
・歩道が未整備の通学路において
は、道路除雪により車道を拡幅し、
歩行者空間を確保する。

C：計画どおり実施でき
なかった

C：目標を達成できな
かった

・今冬の豪雪により、歩道除雪及び
歩行者空間の確保のための車道拡
幅については、小中学校が臨時休
校後、1月20日（一部小学校は1月21
日再開）に再開された後も歩道除雪
が間に合わず、児童・生徒の安全を
確保できない期間があった。除雪能
力に限界はあるが、早期に歩道除
雪等ができる体制の構築を図りた
い。

- 有 ・小中学校の通学路を対象とした歩
道除雪の実施により、冬期間の通
学児童の安全確保を図る。
・歩道が未整備の通学路において
は、車道を拡幅し、歩行者空間を確
保する。

・通学路の変更や追加があった場合
は、歩道除雪が可能か除雪事業者
と現地確認を行い、実施が可能と判
断した路線は、R3年度の冬期道路
交通確保除雪計画に登載し、除雪を
行う。

道路課
（雪対策
室）

78 中山間地域の冬期間
における地域住民の
安全で安心な生活環
境を確保します。

・集落内の主要生活道
路の除雪、高齢者世
帯等の除雪支援及び
公共施設等の除雪を
集落に委託

- 有 ・引き続き7地区11集落に対して支
援業務を委託するほか、集落の実
態とニーズに基づいた新たな支援の
在り方について検討を進めるほか、
現在支援している集落と同様の環
境にある集落への支援方法等につ
いて検討する。

・7地区11集落へ支援業務を委託す
る。
・地域のニーズの聞取りや支援の在
り方について引き続き検討を行って
いく。

・引き続き、7地区11集落へ支援業
務を委託した。
・あわせて、新たなニーズや支援の
在り方について調査、分析していく。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・昨年同様に7地区11集落へ支援業
務を委託したが、新たな支援の在り
方等については、引き続き関係課で
協議を継続している。

- 有 ・引き続き7地区11集落に対して支
援業務を委託するほか、集落の実
態とニーズに基づいた新たな支援の
在り方について検討を進めるほか、
現在支援している集落と同様の環
境にある集落への支援方法等につ
いて検討する。

・7地区11集落へ支援業務を委託す
る。
・地域のニーズの聞取りや支援の在
り方について引き続き検討を行って
いく。

自治・地域
振興課

79 中山間地域の集落に
おいて除雪等要支援
者の除雪等を支援す
るため、ボランティア活
動として除雪等を行う
人を派遣する住民組
織等に対し、補助金を
交付します。

・住民組織等の除雪等
ボランティア活動支援

- 有 ・中山間地域の各区において制度
の活用を働きかけ、除草や除雪等
の支援を要する世帯に対し、近隣地
域または市内で支援する支え合い
体制の維持を目指す。

・受入組織が事業実施地域における
要支援者を把握するとともに、派遣
団体と調整を行い、要支援者宅へボ
ランティア派遣する。
　地域支え合い体制づくり事業補助
金　3地区×5万円

・2地区において事業実施した。 A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・住民組織等の除雪ボランティア活
動を支援することが主な支援となっ
ており、冬期間に向けて住民組織等
へ当該補助金の活用を促したことに
より、2地区の住民団体が補助金を
活用してボランティア派遣事業を実
施した。
・計画は3地区であるが、住民団体
の意向を確認した結果であり、計画
どおりに実施できたと評価している。

- 有 ・中山間地域の各区において制度
の活用を働きかけ、除草や除雪等
の支援を要する世帯に対し、近隣地
域または市内で支援する支え合い
体制の維持を目指す。

・受入組織が事業実施地域における
要支援者を把握するとともに、派遣
団体と調整を行い、要支援者宅へボ
ランティア派遣する。
　地域支え合い体制づくり事業補助
金　2地区×5万円

自治・地域
振興課

・コロナ禍により、高齢者を対象とし
た防犯座談会の派遣依頼が無いこ
とから、高齢者世帯訪問に重点をお
き取り組んだ。また、介護予防教室
の参加者やふれあいランチサービス
の配達時に啓発チラシを配布するこ
とで、より多くの高齢者へ啓発するこ
とができた。

A：目標達成（100％）A：計画どおりすべて実
施（100％）

・地域の防犯意識の向上のため、高
齢者を対象に防犯座談会を開催し、
特殊詐欺の犯罪手口や効果的な対
策などを周知する。
・警察、各団体と連携し、年金支給
日にあわせて、商業施設において特
殊詐欺防止チラシを配布し注意喚
起する。
・防犯専門官等による高齢者世帯訪
問を通年で実施する。

・一人ひとりの防犯意識の向上に向
け、情報提供や啓発活動を実施す
る。
・依頼に応じ防犯座談会を実施す
る。
・防犯専門官等による高齢者世帯訪
問を2,500世帯以上で実施する。

市民安全
課

・地域での防犯意識の向上のため、
高齢者を対象に開催する防犯座談
会やすこやかサロンにおいて、特殊
詐欺の犯罪手口や効果的な対策な
どを周知する。
・警察、各団体と連携し、年金支給
日にあわせて、商業施設において特
殊詐欺防止チラシを配布し注意喚起
する。
・地域安全支援員等による高齢者世
帯訪問を通年で実施する。
・介護予防教室の参加者及びふれ
あいランチサービス（弁当）配達の配
達先等に啓発チラシを持参し、注意
喚起する。

・一人ひとりの防犯意識の向上に向
け、情報提供や啓発活動を実施す
る。
・依頼に応じ防犯教室や出前講座等
を実施する。
・地域安全支援員等による高齢者世
帯訪問を2,500世帯以上で実施す
る。

有-・コロナ禍の影響により、老人会等か
らの防犯座談会の依頼がないことか
ら、高齢者世帯訪問に重点をおいて
啓発を実施した。
・警察、各団体と連携し、年金支給
日に、商業施設において特殊詐欺
防止チラシを配布し、注意喚起した。
・高齢者に広く注意喚起するため、
地域包括支援センターの職員が高
齢者宅を訪問する際に啓発チラシを
持参し、注意点等を伝えた。また、介
護予防教室の参加者やふれあいラ
ンチサービス（弁当）配達時にも啓発
チラシを持参し、注意喚起した。
・令和3年1月末現在の高齢者世帯
訪問数は4,390世帯である。

有-・防犯意識の向上に向
けた広報啓発
・防犯座談会の開催
・防犯情報の提供

「地域の安全は自ら
守る」という自主防
犯意識を高めるた
め、的確な防犯情報
の提供、広報啓発活
動等を推進します。

72
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計　　画 実績見込み

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

(1)誰もが安全か
つ快適に利用で
きるよう施設整備
を推進します。

①公共施
設におけ
るユニ
バーサル
デザイン
の推進

80 市の施設を誰もが安
全・安心で快適に利用
できるようにするため、
公共建築物ユニバー
サルデザイン指針に基
づく整備を推進しま
す。

・公共建築物ユニバー
サルデザイン指針に基
づく市の施設整備
（学校施設、公民館、
体育施設、観光施設
等）
・わかりやすい誘導・
案内看板等の設置

- 無 ・市の施設の新設、増設、改修にあ
たり、公共建築物ユニバーサルデザ
イン指針に基づいて設計されている
か事前協議を行い、指針に基づく整
備を推進することにより、利用者の
安全かつ快適な利用を図る。
・適合率を100％を目指す。
※構造上やむを得ない場合等を除
く。

・施設の整備において、ユニバーサ
ルデザイン指針に基づき設計されて
いるか、予算要求時や実施前に事
前協議を確実に行い、整備を推進す
る。
・各課の修繕見込みから、内容を確
認し、指針適合に結びつける。
・事前協議での適合率を100％とす
る。

・施設の整備において、ユニバーサ
ルデザイン指針に基づき設計されて
いるか、予算要求時や実施前に事
前協議を確実に行い、整備を推進し
た。
・各課の修繕見込みから、内容を確
認し、指針適合に結びつけた。
・事前協議での適合率は、構造上や
むを得なかった案件を除き、100％で
あった。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・予算要求時や実施前の事前協議
を確実に行い、適合率100％とするこ
とができた。

- 無 ・市の施設の新設、増設、改修にあ
たり、公共建築物ユニバーサルデザ
イン指針に基づいて設計されている
か事前協議を行い、指針に基づく整
備を推進することにより、利用者の
安全かつ快適な利用を図る。
・適合率を100％を目指す。
※構造上やむを得ない場合等を除
く。

・施設の整備において、ユニバーサ
ルデザイン指針に基づき設計されて
いるか、予算要求時や実施前に事
前協議を確実に行い、整備を推進す
る。
・各課の修繕見込みから、内容を確
認し、指針適合に結びつける。
・事前協議での適合率を100％とす
る。

共生まちづ
くり課

②民間施
設におけ
るユニ
バーサル
デザイン
の推進

81 民間の公共的施設が
誰もが使いやすい施
設となるよう、新潟県
福祉のまちづくり条例
に基づき協議や指導、
助言を行います。

・新潟県福祉のまちづ
くり条例整備マニュア
ルに基づく民間施設
（病院、社会福祉施
設、商業施設等）の整
備に係る協議・指導・
助言の実施

- 無 ・民間の公共的施設について、県福
祉のまちづくり条例整備マニュアル
に基づく協議、指導、助言を実施し、
マニュアルに基づく整備を推進する
ことにより、利用者の安全かつ快適
な利用を図る。
・適合率を55％（県の目標値）以上と
する。

・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく事前協議を行
い、不適合箇所への指導・助言を徹
底する。

・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく事前協議を行
い、不適合箇所への指導・助言を徹
底した。
　適合率見込み：45％

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく協議・指導・助言
を実施し、目標の適合率をほぼ達成
できる見込みである。

- 無 ・民間の公共的施設について、県福
祉のまちづくり条例整備マニュアル
に基づく協議、指導、助言を実施し、
マニュアルに基づく整備を推進する
ことにより、利用者の安全かつ快適
な利用を図る。
・適合率を55％（県の目標値）以上と
する。

・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく事前協議を行
い、不適合箇所への指導・助言を徹
底する。

共生まちづ
くり課

③誰もが
暮らしや
すい居住
環境の整
備

82 在宅で生活する高齢
者の自立を推進するた
め、住宅リフォームを
支援します。

・補助金の交付 - 有 ・高齢者の自立した生活の維持・改
善、介護者の負担軽減などに繋が
る助成内容となるよう必要に応じ助
言を行う。

・改修工事の実施前、必要に応じて
現地を訪問し、改修箇所や改修方
法について、専門的知見から助言を
行う。
・改修工事の完了後、必要に応じて
現地を訪問し、利用者の身体状況
に適合した改修となっているか、確
認を行う。
・訪問は10件/月×12＝120件/年
（介護保険の住宅改修を含む件数）
を目標とする。

・改修工事実施前、実施後の訪問件
数：57件

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

C：目標を達成できな
かった

・福祉住環境コーディネーターの資
格を有する住宅改修適正化推進員
が、必要に応じて現地を訪問し、高
齢者の自立した生活の維持・改善、
介護者の負担軽減などに繋がる改
修となるよう助言、確認を行ってい
る。
・新型コロナウイルス感染症の感染
拡大に伴い、4、5月は地域包括支援
センターに協力を依頼し、訪問を実
施したため、また、工事完了後の現
地訪問も必要最低限としたため、訪
問件数は計画を下回る見込み。

- 有 ・高齢者の自立した生活の維持・改
善、介護者の負担軽減などに繋が
る助成内容となるよう必要に応じ助
言を行う。

・改修工事の実施前、必要に応じて
現地を訪問し、改修箇所や改修方法
について、専門的知見から助言を行
う。
・改修工事の完了後、必要に応じて
現地を訪問し、利用者の身体状況に
適合した改修となっているか、確認
を行う。
・訪問は6件/月×12＝72件/年（介
護保険の住宅改修を含む件数）を目
標とする。

高齢者支
援課

83 障害のある人が住み
慣れた住宅で安心して
自立した生活を送られ
るよう、住宅リフォーム
を支援します。

・補助金の交付 - 有 ・障害のある人が住環境を整備し、
自立した生活を営めるよう、手帳交
付時の説明により引き続き周知の
徹底を図る。また、必要以上に申請
者を待たせることがないよう、手続き
を速やかに行う。

・障害のある人が住み慣れた住宅で
安心して自立した生活を送るために
必要な住宅改修費用を補助する。

・障害のある人が住み慣れた住宅で
安心して自立した生活を送るために
必要な住宅改修費用の補助を行っ
た。（４件）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・安心して生活が送れるよう障害の
ある人の住宅改修を促進し、本人及
び介護者の負担軽減を図った。

- 有 ・障害のある人が住環境を整備し、
自立した生活を営めるよう、手帳交
付時の説明により引き続き周知の
徹底を図る。また、必要以上に申請
者を待たせることがないよう、手続き
を速やかに行う。

・障害のある人が住み慣れた住宅で
安心して自立した生活を送るために
必要な住宅改修費用を補助する。

福祉課

84 空き家等の適切な管
理及び活用促進を図
ることにより、市民一
人ひとりが安全安心に
暮らすことができる生
活環境を確保します。

・所有者等による空き
家等の適切な管理の
促進

- 有 ・安全安心な生活環境の確保に向
け、空き家等の所有者等に対し適切
な維持管理を促進する。

・広報上越や市ホームページ等を活
用して、空き家対策に関する啓発を
行う。
・所有者等に対して、空き家等の適
切な管理が図られるよう、助言・指
導を通知するとともに、適正管理に
向けた依頼を行う。
　助言・指導通知　3回
　適正管理依頼　1回＋随時

・広報上越や市ホームページ等を活
用して、空き家対策に関する啓発を
行う。
・所有者等に対して、空き家等の適
切な管理が図られるよう、助言・指導
を通知するとともに、適正管理に向
けた依頼を行う。
　助言・指導通知　3回
　適正管理依頼　1回＋随時

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・空き家対策に関する啓発のほか、
所有者等に対して空き家等の適切
な管理に向けた助言・指導の通知や
適正管理の依頼を行い、危険な空き
家が除却されるなど、安全安心な生
活環境の確保に向けて、適切な維
持管理の促進を図った。

- 有 ・安全安心な生活環境の確保に向
け、空き家等の所有者等に対し適切
な維持管理を促進する。

・広報上越や市ホームページ等を活
用して、空き家対策に関する啓発を
行う。
・所有者等に対して、空き家等の適
切な管理が図られるよう、助言・指導
を通知するとともに、適正管理に向
けた依頼を行う。
　助言・指導通知　3回
　適正管理依頼　1回＋随時

建築住宅
課

85 雁木の保存と活用を
推進するため、地域指
定を受けている地域に
おいて、雁木の新築・
修繕・雁木下通路の段
差解消工事に対し支
援します。

・補助金の交付 - 有 ・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。
・補助率：1/2　補助限度額：500千円

・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。
・雁木のある地域、特に地域指定を
受けている地域に対し制度の周知を
行い、補助金利用の促進を図ること
で、雁木の保存と活用を推進してい
く。

・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助した。
　補助申請件数：7件　・補助金額：
2,250千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・申請のあった工事に補助金を交付
し、市民による雁木の整備を推進し
た。
・今後も雁木のある地域に対し制度
の周知を行い、補助金利用の促進を
図ることで、雁木の保存と活用を推
進していく。

- 有 ・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。
・補助率：1/2　補助限度額：500千円

・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。
・雁木のある地域、特に地域指定を
受けている地域に対し制度の周知を
行い、補助金利用の促進を図ること
で、雁木の保存と活用を推進してい
く。

文化振興
課

7
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計　　画 実績見込み

具体的な取組内容

基本
方針

方向
性

基本
目標

予
算
計
上
の
有
無

令和3年度令和2年度

目　　標
取組
の方
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予
算
計
上
の
有
無

施策の方向

No. 事業内容 事業計画

第4次人まち計画での位置付け

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）

(1)誰もが安全か
つ快適に移動で
きるよう歩道・道
路整備を推進し
ます。

①安全・
安心な歩
道・道路
の整備

86 誰もが安全に安心して
移動できる歩道や道
路を整備します。

・歩道・道路整備の推
進

- 有 ・道路整備計画に基づき、歩道及び
道路整備を実施する。

【歩道築造】
　L=0.7ｋｍ（7路線）
【道路築造】
　L=0.2ｋｍ（11路線）

【歩道築造】
　L=0.6ｋｍ（7路線）
【道路築造】
　L=0.2ｋｍ（11路線）

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・道路整備計画に基づき、計画的に
歩道及び道路整備を実施した。

- 有 ・道路整備計画に基づき、歩道及び
道路整備を実施する。

【歩道築造】
　L=1.1ｋｍ（6路線）
【道路築造】
　L=0.6ｋｍ（10路線）

道路課

87 歩行者などの交通の
安全確保や街頭犯罪
の未然防止を図るた
め、集落間通学路に防
犯灯を整備します。

・防犯灯整備 - 有 ・集落間の通学路において、必要な
箇所に防犯灯が設置されている状
態にする。

・予算計上箇所（通学路）への防犯
灯の設置（4か所・14灯）、撤去（１か
所・1灯）、取替（1か所・1灯）。
・市が管理する防犯灯の適正な維
持管理

・上越市道路照明灯・防犯灯設置要
綱に基づき、防犯灯を4か所6か所
（17灯）新設したほか、1か所（1灯）
撤去し、1か所（1灯）取り替えた。
・市が管理する防犯灯を適正に維持
管理した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・上越市道路照明灯・防犯灯設置要
綱に基づき防犯灯を設置し、通学路
の安全を確保した。

- 有 ・集落間の通学路において、必要な
箇所に防犯灯が設置されている状
態にする。

・集落間の通学路において、必要な
箇所に防犯灯を設置する。
・市が管理する防犯灯の適正な維持
管理

市民安全
課

88 交通事故の発生を防
止するため、カーブミ
ラーを維持管理・整備
します。

・カーブミラーの整備 - 有 ・必要な箇所にカーブミラーが設置
されている状態にする。

・新設予算計上箇所へのカーブミ
ラーの設置
・市が管理するカーブミラーの適正
管理

・カーブミラーの設置基準に基づき、
必要な箇所に設置（令和3年1月末
現在、6基新設）した。
・市が管理するカーブミラーを適正に
維持管理した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・設置基準に基づきカーブミラーを設
置し、交通の安全を確保した。

- 有 ・必要な箇所にカーブミラーが設置
されている状態にする。

・必要な箇所にカーブミラーを設置す
る。
・市が管理するカーブミラーの適正
管理

市民安全
課

(2)誰もが安全か
つ快適に移動で
きるよう地域公共
交通の向上を推
進します。

①地域公
共交通の
利便性の
向上と安
全・安心
な運行

89 地域の実情にあった
公共交通の再編を行
い、地域公共交通を維
持・確保します。

・利便性、持続可能性
に配慮した路線バスの
再編

- 有 ・第2次総合公共交通計画に基づ
き、路線バスの再編を行う。

・第2次総合公共交通計画に基づ
き、路線再編の詳細の検討、地域住
民、関係団体、事業者との協議、関
係機関との調整等を行い、年度計
画に沿って再編を実施する。

・令和2年度中及び令和3年度当初
に再編を実施するバス路線につい
て、地区公共交通懇話会、住民説明
会などの場で、ダイヤやルート、運
行形態等の詳細を説明し、年度計画
に沿って再編を進めた。
・観光需要を目的とした、実証運行
について、新型コロナウイルスの影
響により、R3年度以降に実施を延
期。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・地区公共交通懇話会や住民説明
会を通して、地域住民の理解を十分
得ながら、再編を進めており、公共
交通の利便性と効率性の向上につ
なげることができる見込みである。
・板倉区内の路線において、観光需
要を目的とした実証運行を予定して
いたが、新型コロナウイルスの影響
により、R3年度以降に実施を延期す
ることとした。

- 有 ・第2次総合公共交通計画に基づ
き、路線バスの再編を行う。

・第2次総合公共交通計画に基づ
き、路線再編の詳細の検討、地域住
民、関係団体、事業者との協議、関
係機関との調整等を行い、年度計画
に沿って再編を実施する。
・令和2年度に再編を実施した、バス
路線の評価・検証を行い、市の財政
負担の削減効果や、評価結果につ
いて、地域住民と情報を共有し、継
続的に見直しを行う。

交通政策
課

90 運行の安定性・安全
性・快適性の向上に取
り組みます。

・鉄道事業者安定経営
支援補助金、バス運行
対策費補助金の交付
による生活交通の維
持確保

拡充 有 ・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
により、生活交通の維持確保を図
る。
※以下、数値は令和2年度の予算要
求額を記載
　えちごトキめき鉄道安定経営支援
　補助金　59,261千円
　北越急行安全輸送設備等整備事
　業補助金　5,706千円
　バス運行対策費補助金　73路線
　387,939千円
　住民主導型コミュニティ交通事業
　補助金　1,927千円

・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
・互助による輸送を行う団体に対す
る補助金の交付

・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
　えちごトキめき鉄道安定経営支援
　補助金　59,261千円
　北越急行安全輸送設備等整備事
　業補助金　2,933千円
　バス運行対策費補助金　73路線
　401,677千円
　住民主導型コミュニティ交通事業
　補助金　1,608千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金を交付
し、生活交通の維持確保を行う見込
みである。
・住民団体等が主体となって導入す
る互助の取組に補助金を交付し、主
にバス路線廃止後の住民の移動手
段を確保した。

- 有 ・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
により、生活交通の維持確保を図
る。
※以下、数値は令和3年度の予算額
を記載
　えちごトキめき鉄道安定経営支援
　補助金　57,905千円
　北越急行安全輸送設備等整備事
　業補助金　12,279千円
　バス運行対策費補助金　70路線
　437,672千円
　住民主導型コミュニティ交通事業
　補助金　3,650千円

・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
・互助による輸送を行う団体に対す
る補助金の交付

交通政策
課

91 分かりやすい運行情
報や利用案内の提供
に取り組みます。

・分かりやすい路線系
統表示や時刻表、啓
発資料の作成
・バス事業者が導入す
るバスロケーションシ
ステムに補助金を交付
し、バスの利用環境を
向上させる。

- 有 ・時刻表や啓発資料の内容につい
て、法定協議会や利用者の意見を
踏まえてより充実したものとし、継続
的な利用促進を図る。
・バス事業者に補助金を交付し、バ
スの位置情報が把握できるシステム
を整備することで、バス利用者の利
便性を高める。

・法定協議会や利用者の意見を踏
まえた時刻表や啓発資料の作成
・バス事業者が導入するバスロケー
ションシステムに補助金を交付
　バス運行対策費補助金　3路線
　1,697千円

・法定協議会や利用者の意見を踏ま
えた時刻表や啓発資料の作成
・バス事業者が導入するバスロケー
ションシステムに補助金を交付
　バス運行対策費補助金　3路線
　※0千円（№90のバス運行対策費
補助金に含めて交付）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・法定協議会や利用者の意見を踏ま
え、総合時刻表及び啓発資料の作
成方法や内容に改善を加えるなど、
公共交通の更なる利用促進を行って
いる。
・バス事業者が導入するバスロケー
ションシステムに補助金を交付し、バ
スの位置情報が把握できるシステム
を整備することで、バス利用者の利
便性を高めた。

拡充 有 ・時刻表や啓発資料の内容につい
て、法定協議会や利用者の意見を
踏まえてより充実したものとし、継続
的な利用促進を図る。
・バス事業者に補助金を交付し、バ
スの位置情報が把握できるシステム
を整備することで、バス利用者の利
便性を高める。

・法定協議会や利用者の意見を踏ま
えた時刻表や啓発資料の作成
・バス事業者が導入するバスロケー
ションシステムに補助金を交付
※以下、数値は令和3年度予算額を
記載
　バス運行対策費補助金　15路線
　5,612千円

交通政策
課

92 運行の安全性・快適性
の向上に取り組みま
す。

・国の補助事業の活用
による福祉タクシーの
導入促進

- 無 ・引き続き、福祉タクシーの導入促
進に取り組むとともに、障害のある
人が安心して外出できるよう検討
し、障害者など交通弱者の移動手
段を確保する

・福祉タクシーの導入支援のほか、
公共交通、福祉の支援制度（タク
シー利用券の助成（年額24,000
円）、福祉有償運送、移動支援サー
ビス等）を関係機関と連携、見直しを
行い利便性の向上を図る。

・福祉タクシーの導入促進に向け、
関係団体等に対し国の補助制度等
の情報発信を行った。
・公共交通や各種福祉の支援制度
により交通弱者の移動手段の確保
に取り組んだ。
・タクシー券を利用できる民間業者1
社の新規参入があった。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・福祉タクシーの導入促進に向け、
関係団体等に対し国の補助制度等
の情報発信を行ったが、補助申請を
行う団体はなかった。

- 無 ・引き続き、福祉タクシーの導入促
進に取り組み、障害者等の交通弱
者の移動手段を確保する。

・福祉タクシーの導入促進に向け、
関係団体等に補助制度等の情報発
信を行う。

交通政策
課

福祉課
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第４次人にやさしいまちづくり推進計画に係る令和 2 年度実施 

計画の進捗状況及び令和 3 年度実施計画について 

 

１ 令和 2 度実施計画の進捗状況 

 

 (1)事業の実施状況及び目標達成状況 

第 4 次人にやさしいまちづくり推進計画令和 2 年度実施計画に掲げた 92 事業

の実績見込みについて評価を行った。事業の実施状況については、75 事業が計

画どおり実施（100％）、12 事業が計画をほぼ実施（80％以上）し、この 2 つを

合わせた割合が全体の 94.6％に達していることから、概ね計画どおり各種事業

を実施できる見込みである。 

また、事業の目標達成状況の見込みについては、67 事業が目標達成（100％）、

15 事業が目標はほぼ達成（80％以上）し、この 2 つを合わせた割合が全体の

89.1％であった。新型コロナウイルス感染症の影響により、目標を達成できな

い見込みの事業が多くなっている。 

 

基本方針 施策の方向 
資料 2 対応

ページ 
事業数 

担当課の評価 

上段：事業実施 

下段：目標達成 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

1 誰もが理解

し合えるまち

づくり 

人にやさしいまちづく

りの普及啓発 
1 1 

 1   

 1   

相談・支援体制の充実 1～2 11 
11    

11    

2 誰もが学べ

るまちづくり 
自立・共生を目指す学

校教育環境の充実 
3 3 

2 1   

2 1   

市民の多様な学習・ス

ポーツ機会の充実 
3 3 

2 1   

2  1  

3 誰もが働け

るまちづくり 雇用機会の創出 4 5 
4 1   

4 1   

職業能力や人材の育成 4 3 
3    

3    

4 誰もが健康

に暮らせるま

ちづくり 

健診・保健指導等の推

進 
5 6 

5  1  

2 3 1  

地域医療体制の充実 5 3 
3    

3    

高齢者福祉の推進 6～7 10 
8 1 1  

7 2 1  

障害者福祉の推進 7～8 11 
10  1  

10  1  

子育て・療育支援の充

実 
8 2 

2    

2    

 

事前配付資料 2 



 

2 

 

 

基本方針 施策の方向 
資料 2 対応

ページ 
事業数 

担当課の評価 

上段：事業実施 

下段：目標達成 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

5 誰もが互い

に支え合うま

ちづくり 

ボランティア活動や地

域での支え合い活動の

ための環境づくり 

9 7 

4 2 1  

2 1 4  

6 誰もが安心

して暮らせる

まちづくり 

防災対策や避難支援体

制の充実 
10 5 

4 1   

4 1   

自主防災活動の推進 10 1 
 1   

 1   

防犯対策の充実 11 3 
3    

2 1   

除雪対策の充実 11 5 
4  1  

4  1  

7 誰もが快適

に暮らせるま

ちづくり 

公共施設におけるユニ

バーサルデザインの推

進 

12 1 
1    

1    

民間施設におけるユニ

バーサルデザインの推

進 

12 1 
1    

 1   

誰もが暮らしやすい居

住環境の整備 
12 4 

3 1   

3  1  

8 誰もが移動

しやすいまち

づくり 

安全・安心な歩道・道

路の整備 
13 3 

2 1   

2 1   

地域公共交通の利便性

の向上と安全・安心な

運行 

13 4 
3 1   

3 1   

合  計 
  

92 
75 12 5  

67 15 10  

※凡例 

上段・事業実施 Ａ：計画どおりすべて実施（100％） Ｂ：計画をほぼ実施（80％以上） 

Ｃ：計画どおり実施できなかった Ｄ：未実施 

下段・目標達成 Ａ：目標達成（100％） Ｂ：目標はほぼ達成された（80％以上） 

Ｃ：目標を達成できなかった Ｄ：未実施 
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(2) 事業実施状況及び事業の目標達成状況がＣ評価（目標を達成できなかった）であ

った事業 

・10 事業 

資料 2 

対応ページ 

基本方

針 
事業内容 目標 評価 

3 2 誰も

が学べ

るまち

づくり 

No.16 自 主

的な学習活

動の高まり

や、まちづ

くり活動を

支援するた

め、公民館

において各

種講座を開

催します。 

・すべての地区

公民館で、各年

齢期における事

業を開催するこ

とにより、生涯

を通じて学べる

機会の充実を図

る。 

・新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため、各

地区の状況に応じて、実

施を見合わせた事業が複

数あった。 

・特に、学校の臨時休校

により学校行事の予定が

不透明な中、公民館事業

の計画を立てることが困

難であったため、青少年

を対象とする「未来を支

える人づくり」に該当す

る事業を実施した地区は

28 地区中 12 地区にとど

まった。 

5 4 誰も

が健康

に暮ら

せるま

ちづく

り 

No.30 乳 幼

児の基礎的

な食習慣や

生活リズム

の確立のた

めの学習機

会を設けま

す。 

・乳幼児期の生

活習慣の確立の

ため、健康学習

を実施する。（年

200 回以上) 

・年度初めから実施する

予定であった離乳食相談

会や保育園における生活

習慣の確立のための健康

学習を、新型コロナウイ

ルス感染症の感染防止の

ため、密にならない環境

設定ができる会場に限

り、6 月から開始したた

め、年 93 回の開催見込み

となり、目標を達成でき

ない見込みである。実施

できなかった講座の対象

者には、乳幼児健診等で

の個別指導や給食だより

等を通して周知を行っ

た。 
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資料 2 

対応ページ 

基本方

針 
事業内容 目標 評価 

6 4 誰も

が健康

に暮ら

せるま

ちづく

り 

No.41 ス ポ

ーツ大会や

作 品 展 な

ど、各種事

業 を 開 催

し、高齢者

の生きがい

づくり・健

康づくりと

出番の創出

を 図 り ま

す。 

・スポーツや趣

味活動などを通

し、高齢者同士

の交流や市民と

の交流を深め、

高齢者の健康増

進と生きがいづ

く り に 寄 与 す

る。 

：シニアスポー

ツ大会（13 地区

で実施）3,300 人 

：シニア作品展 

出展 400 点 

来場者 1,800 人 

：シニアゲート

ボール大会等（6

地区で開催）578

人 

・新型コロナウイルスの

影響により、シニアスポ

ーツ大会は 11 地区で、シ

ニアゲートボール大会等

は全てで、中止を余儀な

くされたが、感染防止対

策を徹底した上で開催し

たシニア作品展を通じ

て、高齢者同士の交流や

世代間の交流を促進し、

高齢者の生きがいと健康

づくりにつなげることが

できた。 

8 No.54 手 話

通訳者の派

遣や手話奉

仕員の養成

を通じて、

聴覚に障害

のある人の

社会参加を

促 進 し ま

す。 

・手話通訳者等

を派遣し、聴覚

に障害のある人

の社会参加を促

進する。 

・手話通訳者の

早 期 育 成 を 図

る。 

・手話通訳者等の派遣に

より、自身や子供の通院

や保育園・学校の参観や

面談など聴覚に障害のあ

る人のコミュニケーショ

ンはスムーズに行えた。 

・新型コロナウイルス感

染拡大防止のため、半年

以上かけて実施する手話

通訳者養成講座の開催が

できなかった。 

9 5 誰も

が互い

に支え

合うま

ちづく

り 

No.59 共 に

支え合うた

めの自主的

な活動が促

進されるま

ちを目指し

ます。 

・ＮＰＯ・ボラ

ンティアセンタ

ーを拠点とし、

市民活動のサポ

ートやボランテ

ィアコーディネ

ートに取り組む

ほか、市民活動

に役立つ情報の

メール配信を継

続して実施し、

市民の公益活動

やボランティア

活動への参加を

促進する。 

・ＮＰＯ・ボランティア

センターにてボランティ

アの相談やコーディネー

ト、情報提供などの支援

に取り組んだが、今年度

は、新型コロナウイルス

感染防止の観点からボラ

ンティア受け入れを中止

している団体が多く、成

立件数は、前年度の 100

件に対し、25 件に留まっ

た。 
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資料 2 

対応ページ 

基本方

針 
事業内容 目標 評価 

9 5 誰も

が互い

に支え

合うま

ちづく

り 

No.60 地 域

コミュニテ

ィが抱える

課題を解決

するための

支援を行い

ます。 

・町内会等へ地

域コミュニティ

活動サポート事

業の周知を行う

とともに、希望

する町内会等へ

アドバイザーの

派遣を行い、地

域の課題解決を

支援する。 

・新規実施団体について

は、新型コロナウウイル

ス感染症予防の観点か

ら、集会などの開催を控

える傾向にあり、実施を

希望するに至っていな

い。 

No.62 地 域

における支

え合い体制

の構築のた

め、住民主

体における

生活支援サ

ービスの提

供を行いま

す。 

・有償ボランテ

ィア養成講座を

6 回開催し、有償

ボランティア増

員を図る。 

・担い手フォロ

ーアップ研修を

2 回開催し、既に

活動している有

償ボランティア

のフォローアッ

プを図る。 

・有償ボランテ

ィア養成講座登

録者数 80 人 

・有償ボランティア養成

講座を開催し、担い手の

確保を図ることができ

た。 

・担い手フォローアップ

講座を開催し、担い手の

スキルアップ及び養成講

座受講済で未登録となっ

ている方への登録勧奨を

通した担い手確保を図る

ことができた。 

・新型コロナウイルス感

染拡大防止の観点から、

養成講座を延期したり時

間を短縮したり工夫を凝

らしたが、登録者数は目

標を下回る見込みである

ことから、引き続き講座

受講者が増えるよう周知

に取り組む必要がある。 

No.64 高 齢

者が住み慣

れた地域で

安心して暮

らしていけ

るよう、地

域における

見守りの体

制を構築し

ます。 

・小中学校や、

町内会、事業所

等において、認

知症を正しく理

解し、認知症の

人を見守るため

の認知症サポー

ター養成講座を

開催し、2,300 人

のサポーターを

養成する。 

・市民や事業所のほか、

市内の小中学校、高齢者

サロンなどにおいて講座

を開催し、認知症サポー

ターの養成を行った。 

・新型コロナウイルス感

染症感染拡大防止のた

め、講座の開催申込みが

少なく、目標養成人数を

達成できなかった。 
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資料 2 

対応ページ 

基本方

針 
事業内容 目標 評価 

11 6 誰も

が安心

して暮

らせる

まちづ

くり 

No.77 通 学

路を対象と

した、きめ

細やかな除

雪 を 実 施

し、冬期間

における通

学児童の安

全確保を図

ります。 

・小中学校の通

学路を対象とし

た歩道除雪の実

施により、冬期

間の通学児童の

安 全 確 保 を 図

る。 

・歩道が未整備

の通学路におい

ては、車道を拡

幅し、歩行者空

間を確保する。 

・今冬の豪雪により、歩

道除雪及び歩行者空間の

確保のための車道拡幅に

ついては、小中学校が臨

時休校後、1 月 20 日（一

部小学校は 1 月 21 日再

開）に再開された後も歩

道除雪が間に合わず、児

童・生徒の安全を確保で

きない期間があった。除

雪能力に限界はあるが、

早期に歩道除雪等ができ

る体制の構築を図りた

い。 

12 7 誰も

が快適

に暮ら

せるま

ちづく

り 

No.82 在 宅

で生活する

高齢者の自

立を推進す

るため、住

宅リフォー

ムを支援し

ます。 

・高齢者の自立

し た 生 活 の 維

持・改善、介護

者の負担軽減な

どに繋がる助成

内容となるよう

必要に応じ助言

を行う。 

・訪問は 10 件/

月×12＝120 件/

年 を 目 標 と す

る。 

・福祉住環境コーディネ

ーターの資格を有する住

宅改修適正化推進員が、

必要に応じて現地を訪問

し、高齢者の自立した生

活の維持・改善、介護者

の負担軽減などに繋がる

改修となるよう助言、確

認を行っている。 

・新型コロナウイルス感

染症の感染拡大に伴い、

4、5 月は地域包括支援セ

ンターに協力を依頼し、

訪問を実施したため、ま

た、工事完了後の現地訪

問も必要最低限としたた

め、訪問件数は計画を下

回る見込み。（57 件） 
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２ 令和 3 年度実施計画 

 

 (1)事業の状況 

令和 2 年度事業の評価を踏まえ、必要な見直しを行いながら 92 事業を継続して

実施する。 

 

基本方針 
令和 2 年度 

事業数 

令和 3 年度 

事業数 

1 誰もが理解し合えるまちづくり 12 12 

2 誰もが学べるまちづくり 6 6 

3 誰もが働けるまちづくり 8 8 

4 誰もが健康に暮らせるまちづくり 32 32 

5 誰もが支え合うまちづくり 7 7 

6 誰もが安心して暮らせるまちづくり 14 14 

7 誰もが快適に暮らせるまちづくり 6 6 

8 誰もが移動しやすいまちづくり 7 7 

合  計 92 92 

 

 

 

 (2)令和 2 年度からの主な変更点 

取組の方向性として、5 事業が拡充、1 事業が見直しを行い、他は令和 2 年度

事業を継続することとしている。事業自体に変更はないが、目標や実施方法等

を下記のとおり変更し実施することとしている。 
 
事前配付
資料 1 対
応ページ 

事業№ 主な変更内容 担当課 

1 2 

≪拡充≫ 
障害のある人
の権利擁護の
取組 

【目標】 
上越市手話言語及びコミュニケーショ
ン手段の利用の促進に関する条例を制
定し、障害の有無にかかわらず、円滑
にコミュニケーションができる環境の
整備を図ることを追加した。 
【計画】 
・条例制定を契機に、障害の有無にか
かわらず、多様なコミュニケーション
手段があることの理解を求める市民啓
発を行うことを追加した。 

福祉課 
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事前配付
資料 1 対
応ページ 

事業№ 主な変更内容 担当課 

2 12 

≪拡充≫ 
広報媒体に外
国語翻訳機能
を付加 

【目標】【計画】 
広報上越等の市政情報の多言語配信に
より国人市民が必要な情報を見ること
ができる環境を整えることを追加し
た。 
【計画】 
市ホームページの自動翻訳の対応言語
にベトナム語、ミャンマー語、タガロ
グ語を加え、計７か国語に対応する。 

広 報 対 話
課 
 
共 生 ま ち
づくり課 

4 
20 
25 

障害のある人
の雇用環境の
向上 

【目標】 
障害者の実雇用率（民間企業）を 2.2％
以上から 2.3％以上に変更した。 

産 業 政 策
課 

5 30 
乳幼児の生活
習慣の確立 

【目標】 
健康学習は、新型コロナウイルス感染
症の感染防止のため、密にならない環
境設定ができる会場に限り実施するこ
ととし、実施回数を年 200 回以上から
100 回以上に変更した。 

健 康 づ く
り推進課 

6 37 
介護保険サー
ビスの拡充 

【目標】【計画】 
第 8期介護保険事業計画に基づく給付、
検証を行うことに変更した。 

高 齢 者 支
援課 

7 45 

高齢者に関連
した行政情報
のラジオによ
る発信 

【計画】 
・令和 3 年 4 月 1 日付で事業譲渡を行
う上越ケーブルビジョン株式会社への
業務委託により、市政情報の発信を行
う。 
・コミュニティ FM 放送を通じて、緊急
情報の発信を行う。 

広 報 対 話
課 

9 60 
地域コミュニ
ティ活動の支
援 

【目標】【計画】 
新規支援予定の団体を 2 団体から 1 団
体に変更した。令和 2 年度新規実施団
体がなかったことから、フォローアッ
プ団体はなし。 

共 生 ま ち
づくり課 

9 61 

≪拡充≫ 
ファミリーサ
ポートセンタ
ー 

【計画】 
対象児童の年齢を 18 歳までに引き上
げ、子育て世帯の育児負担の軽減等の
ニーズに応える。 

こども課 

9 64 
認知症サポー
ター養成講座 

【目標】 
講座の開催に当たっては、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止を図るため、
参集人数を少なくするなどの配慮を行
っていることから、養成人数を 2,300
人から 1,500 人に変更した。 

す こ や か
な く ら し
包 括 支 援
センター 
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事前配付
資料 1 対
応ページ 

事業№ 主な変更内容 担当課 

9 65 
≪見直し≫ 
シニアサポー
トセンター 

【目標】【計画】 
ボランティア助成制度は令和 2 年度を
もって廃止し、シニアサポートセンタ
ーは、現存の登録者によるボランティ
ア活動を継続する。 

高 齢 者 支
援課 

10 67 

≪拡充≫ 
総合的かつ体
系的な防災体
制の整備 

【目標】【計画】 
各種ハザードマップを多言語で配信
し、外国人市民の防災知識の普及啓発
を図ることを追加した。 

危 機 管 理
課 
 
共 生 ま ち
づくり課 

10 69 
要配慮者の災
害時の避難支
援体制の構築 

【目標】 
町内会（自主防災組織）における個別
避難計画の作成率を98％以上から99％
以上に変更した。 

高 齢 者 支
援課 

10 71 
自主防災活動
の支援 

【目標】 
市内全ての町内会において避難体制が
構築されたことから、自主防災組織等
の防災活動が活性化するよう支援する
ことに変更した。 
【計画】 
・活動停滞組織に対し、防災アドバイ
ザーと共に訪問指導を実施 
・ハザードマップ活用研修の実施 

市 民 安 全
課 

13 89 
路線バスの再
編 

【計画】 
バス路線の再編後、評価・検証を行い、
継続的な見直しを行うことを追加し
た。 

交 通 政 策
課 

13 91 

≪拡充≫ 
分かりやすい
運行情報の提
供 

【計画】 
バス利用者の利便性向上を図るため、
バスロケーションシステムについて、
対象路線を 15 路線拡充する。 

交 通 政 策
課 

 


